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令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 1 多様な企業支援により安定した雇用を創出する

具体的な施策 ① 秩父で就業できる環境づくり

働く場所を求めて秩父地域から人口が流出しています。しかし、一方で求人はあるものの、求職者が求める職種を見つけられない
状況も見られます。そこで、就業機会創出のため、秩父地域内の企業・事業所からの求人の職種や業務内容を具体的に掘り起こ
し、かつ、分かりやすい情報提供や求職者が希望する職業に関する相談を行うことにより、地元で就業できる環境をつくります。ま
た、求職者の集まりにくい職種の処遇改善を支援することによる雇用のミスマッチの解消や秩父で働きたくなるような環境づくりも進
めます。さらに、障がい者雇用や近年増加する外国人労働者に対する支援も進めます。

指標名 単位

基本目標 就職率（月平均） 41.30 ％

具体的な施策 新規求人数（月平均） 583 人

具体的な施策 有効求人倍率 1.22 倍

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
求人開拓員の訪問に
よる内職求人の開拓

求人開拓事業
【産業支援課】

企業訪問による求人開拓
を行い雇用の場の確保に
努めた。
・訪問件数：859件

評価：A
評価の理由：企業訪問を積
極的に行い、訪問件数が事
務事業指標の目標値（700
件）を上回ったため。

引き続き、企業訪問による
求人開拓を行い雇用の場
の確保に努める。

2
「ジョブプラザちちぶ」
による職業内職相談
の実施

職業・内職相談事
業
【産業支援課】

市と埼玉労働局（厚生労働
省）が雇用・就労施策等を
一体的に実施するための
協定に基づき設置したジョ
ブプラザちちぶにおいて職
業内職相談を実施した。
・登録件数：166件

評価：A
評価の理由：窓口や電話で
のきめ細かな対応を行い、
内職登録件数が事務事業
指標の目標値（110件）を上
回ったため。

市及びハローワーク秩父
の職業相談員等が相談を
される方の事情に合わせ
た、きめ細かな対応を行
う。

3

求職者と人材不足企
業とのマッチング事業
～企業の採用力向上
やDX推進を図るため
の支援をはじめ、秩父
地域の転職、就職に
関わる様々な情報を
発信することや、合同
就職面接会を開催す
ることにより、求職者と
企業とのマッチングを
促進する。

雇用対策事業（定
住）
【産業支援課】

ちちぶ定住自立圏事業の
一つとして、「秩父に住んで
働こう」を合言葉に産業育
成と、雇用の拡大を推進し
ている。主な事業として、高
校生向け企業説明会や、
合同就職面接会の開催、
企業PR動画作成、企業紹
介リーフレット発行、高校や
大学等との就職情報交換
会などを行ったほか、階層
別研修の実施、「ちちぶの
広報部」事業を行った。
市の単独取組としては、中
小企業等奨学金返還支援
補助金や民間企業と連携
した採用力向上セミナーを
実施した。
・合同就職面接会等参加
企業数：188社

評価：A
評価の理由：合同就職面接
会等参加企業数が事務事
業指標の目標値（80社）を
上回ったため。

引き続き、地域内での合同
就職面接会を開催するとと
もに、オンラインによる企業
説明会・面接会など、地域
外からの人材獲得のため
新たな手法を検討してい
く。
また、中小企業等奨学金
返還支援補助金や民間企
業と連携した採用力向上の
取組の周知に努める。

4

雇用のミスマッチ解消
のための支援
～雇用環境改善や企
業の魅力発信を図る
ための支援をすること
により、雇用のミスマッ
チを解消する。

雇用対策事業（定
住）
【産業支援課】

雇用環境改善セミナー及び
専門家による伴走型支援
を実施し、課題等の改善支
援を行った（ちちぶ雇用活
性化協議会として実施）。
・セミナー参加企業数：48
社

評価：A
評価の理由：定員（20社）を
超える参加者数となり、雇
用環境改善に関する意識
の高さがうかがえる結果と
なったため。

引き続き、秩父地域雇用対
策協議会、ちちぶ雇用活性
化協議会、ハローワーク秩
父等との意見交換により課
題を把握し、雇用のミス
マッチ解消に取組む。

1



⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・雇用のミスマッチとは具体的にどのような状況なのか、秩父で働きたくなる環境とは具体的にどのような環境なのかを調査分析す
べき。
・求人の質（正社員求人数や賃金の質など）がわかる指標があると良い。
・合同就職面接会等の目標値として参加企業数を設定しているが、求職者の参加人数も把握・分析することで課題の可視化に繋が
るのではないか。

5

女性が働きやすい環
境を整えるための保
育施設等の充実
～働きやすい保育環
境を整備する。
※基本目標３の③「教
育に関わる支援」の具
体的な事業「２. 留守
家庭の児童の健全育
成支援と子育て環境
の充実」と関連あり。

・一時保育事業
（公立）
・延長保育事業
（公立）
・特定教育・保育
施設補助事業
【保育こども課】

一時保育事業は花の木保
育所・延長保育事業は全て
の公立保育所・こども園で
実施した。
また、民間保育施設へ保
育環境の充実に資する補
助金を交付した。

評価：B
評価の理由：一時保育事業
については、月に数件、
キャンセル待ちがでること
があり、R７年１０月以降、
日野田保育所においても実
施する予定。

保護者が働きやすい環境
を整えるため、引き続き事
業を行う。

6

女性やアクティブシニ
アの活躍促進
～雇用者及び被雇用
者を対象に各種セミ
ナーなどを通じ、地域
の活性化を図ることに
より、女性やアクティブ
シニアの雇用機会を
創出する。

雇用対策事業
【産業支援課】

女性活躍支援セミナー及び
シニア就職支援セミナーを
実施した（ちちぶ雇用活性
化協議会として実施）。
・女性活躍支援セミナー参
加者数：32人
・シニア就職支援セミナー
参加者数：32人

評価：A
評価の理由：定員（各20人）
を超える参加者数となった
ため。

引き続き、秩父地域雇用対
策協議会、ちちぶ雇用活性
化協議会、ハローワーク秩
父等と連携し、魅力のある
雇用や高年齢者を含めた
人材の維持・確保をし、地
域の雇用構造の改善を図
る。

7

障がい者雇用への支
援
～障がい者就労支援
センター等への支援を
行い、障がい者の一
般就労機会の拡大を
図るとともに、障がい
者が安心して働き続け
られるようにする。

障がい者相談援
助等事業（定住）
【障がい者福祉
課】

障害者就労支援センターを
運営委託し、就労を希望す
る障がい者の相談や職場
見学、実習などを行い就職
を支援するとともに、既に
働いている障がい者に対し
実務支援や職場での悩み
相談などを行うことで、仕事
に定着できるよう支援し
た。

評価：A
評価の理由：新規就労者数
は令和6年度目標値25人に
対して実績値27人、達成率
108％、職場実習件数は目
標値30件に対して実績値40
件、達成率133％であり、1
年後職場定着率は目標値
80％に対し実績値88.9％と
目標を上回ったため。

令和6年度の傾向として、
新規就労者数、職場実習
件数については目標値を
大きく上回る結果となり、障
がい者の一般就労の機会
の拡大を図れた。最近の相
談傾向としては身体・知的・
精神の障がいにおける就
労相談に加え、発達障が
い、難病、LGBTQなど、より
複雑化した相談が増加して
いる。そのような状況を踏
まえ、令和6年度に引き続
き、障害者就労支援セン
ターの運営を委託し、就労
を希望する障がい者が働
き続けられるよう支援して
いく。

8
外国人労働者への受
入環境整備

雇用対策事業
【産業支援課】

民間企業との協定に基づ
き、多言語による行政情報
の発信の実証実験を実施
した。（総合政策課、市民
生活課と共同事業）

評価：B
評価の理由：実証実験によ
り、どのような情報が多く閲
覧されているのか（求めら
れているのか）を知ることが
できたため。

引き続き、関連部署と連携
し、受入環境の整備につい
て検討する。

9
市内に就業する労働
者の奨学金返還支援

雇用対策事業
【産業支援課】

中小企業等奨学金返還支
援補助金を実施した。
地域内4町と協議し、同制
度を定住自立圏事情として
次年度から実施することに
なった。
・交付実績：1社

評価：C
評価の理由：交付実績を前
年度から増やすことができ
なかったため。

次年度からは、定住自立圏
事業として支援を実施し、
本制度の周知を強化する。
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実績値
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令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 1 多様な企業支援により安定した雇用を創出する

具体的な施策 ② 企業の経営力強化への支援

企業への補助金交付や経営革新、新たな市場開拓など販路拡大による競争力向上のための支援を行い、企業の経営力を強化す
ることにより雇用の創出につなげます。また、秩父地域で問題となっている事業継承に関する支援も行います。

指標名 単位

基本目標 就職率（月平均） 41.30 ％

具体的な施策 転出した企業数（累計） 0 件

具体的な施策
中小企業に対する制
度融資支援件数

53 件

具体的な施策
経営革新計画承認取
得件数（累計）

362 件

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
中小企業に対する制
度融資

中小企業融資制
度資金利子補給
事業
【先端技術推進
課】

制度融資利用中の市内事
業者の返済の負担を軽減
するため、年間支払利子合
計額の20%(上限10万円）を
補助した。対象は、秩父市
の制度融資「小口・特別小
口融資」と、日本政策金融
公庫の「国民生活事業融
資制度」である。

評価：B
評価の理由：令和５年度か
ら、日本政策金融公庫のコ
ロナ融資も補給対象とし、
補給件数が増加した。令和
６年度については、コロナ
融資の一括返済や小口資
金の完済等の理由から補
給件数はわずかに減少し
た。

利子補給事業については、
補給件数の増減がどのよう
な経緯・背景で起きている
のか見極め、制度見直しも
視野に検討していく。
金利の変動が激しい中で
あるため、金融機関や商工
関連団体といった支援機関
と連携し、地域のニーズに
合った制度となるよう検討
を重ねていく。

2
年間水道使用量が多
量な企業等への上水
道料金補助

水道多量使用事
業補助事業
【先端技術推進
課】

市内に事業所を有する個
人事業主または法人を対
象に、年間上水道使用量
のうち、事業に使用した量
が6,000㎥超え100,000㎥以
下部分は10円/㎥を、
100,000㎥超え部分は20円
/㎥を上限1,000万円で補助
した。また、予算額を上
回った場合は対象者で金
額を按分した。

【金額等】
予算額12,500,000円
交付決定総額12,434,771円
（按分率90.9%、対象件数39
件）

評価：B
評価の理由：補助対象の見
直しを検討していたが、物
価高・原材料高等から来る
市内事業者への影響に加
え、秩父地域の水道料金値
上げを控えていることを鑑
み、制度の見直しを行えな
かったため。

補助対象を全業種から製
造業中心の補助事業に戻
すことに加えて、本補助金
が水道料金の値上げに伴
う暫定措置としてスタートし
ている点や予算上限額の
点から、対象となる年間使
用量や単価の減額、上限
額の設定等を検討していき
たい。
社会情勢の変化で業況の
芳しくない事業者への影響
を勘案し、秩父商工会議所
工業部会や観光部会、工
業団地工業部会などへも
意見を聴きながら、改正時
期のタイミングや対象事業
者を含めた制度改正を判
断する。

3
競争力・経営力の強化
を図る企業への公的
認証取得費用補助

公的認証等取得
支援補助事業
【先端技術推進
課】

企業競争力の強化を図る
ため、強固な経営基盤、環
境に配慮した経営体質の
構築に取り組む企業が実
施する各種認証取得に要
する経費に対し補助金を交
付しており、令和6年度にエ
コアクション21の登録をした
事業者1社に交付した。

評価：A
評価の理由：平成３０年度
以来、利用申請が1件あっ
たため。

過去６年間で利用件数が１
件しかなく、事業者のニー
ズにあった公的認証が補
助対象として用意できてい
ないことが考えられるた
め、ニーズに沿った補助対
象メニューへの制度改正を
検討する。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

公的研究所との連携だけでなく、地域外企業とのマッチングにも力を入れていくべき。

4

６次産業等地場産品
の販売支援
～産業連携交流協定
締結都市を含めた海
外での展示会への出
展支援等を行い、地域
内外での秩父ブランド
の浸透、販路拡大を
目指す。

販路開拓支援金
交付事業
【先端技術推進
課】

見本市・博覧会・展示会に
小間を借り上げて、自社の
製品・技術・サービス等を
展示する事業に対し、出店
経費の一部を補助し、市内
事業者が販路を開拓する
機会の創出を図った。
【補助金額】
対象経費の1/3（上限5万
円）※1年度あたり1回（通
算3回まで）
【交付額】
交付金額：202,977円（5件）

評価：B
評価の理由：新型コロナに
より展示会等が開催される
機会が減っていたが、昨今
の展示会等の再開により、
補助件数も戻り始めた。

当補助が市内事業者の展
示会等へ参加のに寄与で
きているかどうか、今後も
継続的に市内事業者の意
見を収集し、支援の方向性
の検討をしたい。

5

「秩父版中小企業経営
支援事業」の推進
～中小企業の経営革
新や事業承継円滑
化、販路拡大などの課
題について、専門家に
よる伴走型訪問指導
や相談窓口の設置に
より経営を支援する。

訪問型企業支援
事業（定住）
【先端技術推進
課】

御用聞きとしての「産学官
連携コーディネート事業」
と、より具体的な支援として
位置付ける「中小企業応援
プロジェクト事業」は、両事
業が連携しながら、中小企
業診断士等による訪問型
の企業支援を実施した。
【コーディネート事業】
総活動日数：60日、総訪問
数：161社
【中小企業応援プロジェクト
事業】
総活動日数：140日、総訪
問数：166回

評価：B
評価の理由：利用実績の多
い国の補助金メニューの募
集が例年数回のところ、年
度初めに1回しかなかったこ
ともあり、経営革新計画、各
種補助金等採択件数の61
件に留まり、目標件数80件
を達成できなかったため。

物価高騰や賃上げといった
経営状況や課題のニーズ
把握において産学官コー
ディネート事業の果たす役
割は大きく、出口支援の中
小企業応援プロジェクト事
業との連携支援体制を強
化することで経営革新計画
の作成や各種補助金申請
等の支援により成果を高め
ていきたい。

6

国や県等の公的研究
所との連携による市内
企業とのマッチング支
援
～研究者と市内企業
のマッチングコーディ
ネートにより研究成果
の実用化と実用化に
伴う製品製造とのマッ
チングを図る。

秩父理研バトン
ゾーン事業
【先端技術推進
課】

市内企業と理研関係機関
との情報交換・人脈交流を
図るために、市内企業と理
研の研究者とのマッチング
を図るコーディネーター事
業を実施した。また、理研
発NPO法人であるVCADシ
ステム研究会への法人会
費1/2を補助することで市
内企業の参画を促し、情報
交換と人脈交流の機会を
創出した。

評価：B
評価の理由：評価指標であ
る研究機関主催の研究会
参加企業数が令和6年度目
標値が15社に対し、実績13
社、達成率86％であったた
め。

本事業は、令和6年から令
和8年までの3ヵ年事業とし
て計画している。1年目とし
ては、市内企業13社が参
加しており、理研研究者の
研究テーマと秩父地域の
中小企業等の課題や技術
とのマッチングコーディネー
トを実施し、企業の課題や
技術の掘り起こしを中心に
行った。2年目以降の目標
としては、参加企業の中か
ら理研との共同研究・開発
の実装化へと一つでも繋が
るように支援していきたい。
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旧秩父セメント跡
地活用事業
【総合政策課】

跡地活用に向けた検討に
あたり庁内調整を実施し
た。

評価：B
必要に応じての都度調整の
みを行っている状況である
ため。

引き続き跡地活用に向け
た調整を行っていく。

企業誘致推進事
業
【先端技術推進
課】

地権者である太平洋セメン
トと緊密に連携しながら企
業誘致を進めている。国道
140号の陸橋平面化に伴う
市道中央642号線の整備
が行われたことにより立地
済の金属加工製造工場の
北側用地の活用が可能と
なったことを踏まえ、腰田
堀東側の残地約7haの企
業誘致を進めた。

評価：C
評価の理由：腰田堀の東側
の工業地域である残地約
7haについては、太平洋セメ
ントと緊密に連携しながら、
立地業種を検討している段
階であり、企業立地にはま
だ至っていないため。

市道中央642号線のインフ
ラ整備が行われたため、立
地済の金属加工製造工場
の北側エリア約1.5haと南
側エリア5.5haのそれぞれ
の立地条件を踏まえて、誘
致活動を展開する。当該用
地の上の段（約２ha）の有
効活用も見据え、庁内関係
部署、太平洋セメント、埼玉
県等とも連携し、当該事業
を推進する。

基本目標 1 多様な企業支援により安定した雇用を創出する

具体的な施策 ③ 企業誘致や創業、産業創出への支援

地元企業の経営力強化による雇用創出と合わせて、企業誘致による雇用創出も目指します。そのため、立地検討企業のニーズに
合った情報提供や、工場立地のための補助などの支援を行います。また、創業支援や新たな産業創出のための支援により雇用創
出を図ります。

指標名 単位

基本目標 就職率（月平均） 41.30 ％

具体的な施策
工場誘致補助金活用
企業数

9 件

具体的な施策
創業サポート窓口相談
件数

86 件

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

中心市街地の空き店
舗を利用して営業開
始する事業者等へ店
舗改修工事費補助

空き店舗対策事
業
【産業支援課】

中心市街地の活性化を推
進するため、空き店舗の出
店に対し補助金を交付し
た。

評価：A
評価の理由：秩父市空き店
舗対策補助金利用件数の
目標1件に対し、利用実績
が2件であったため。

引き続き出店を促すため、
空き店舗対策補助金の交
付制度を積極的に広報して
いく。秩父商工会議所とも
連携し、ちちぶ創業塾の受
講生、そのほか中心市街
地での創業を考えている方
等へ情報提供していく。

2

工業用地の確保と堅
固な地盤や豊富な水
等、秩父の優位性を
前面にした企業誘致
活動

企業誘致推進事
業
【先端技術推進
課】

企業誘致の有効性を見極
めながら、埼玉県や関係機
関等と民有地の選定を進
めた。同時に企業ニーズの
把握にも努め、オーダーメ
イド型として活用できそうな
民有地の調査にも取り組ん
だ。将来的に発生が確実
視されている首都直下地
震や南海トラフ地震を見据
え、災害等に強い立地の優
位性を活かすために、都内
や神奈川県、静岡県等の
太平洋沿岸に研究機関を
持つ企業を訪問し、PRを
行った。

評価：C
評価の理由：現在、企業誘
致できる市所有の土地がな
いため、平地で、ある程度
の面積が確保できる民有地
を調査し、企業誘致の候補
地として活用できる準備を
進めているが、企業立地ま
でには繋がっていないた
め。

将来的に発生が確実視さ
れている首都直下地震や
南海トラフ地震を見据え、
災害等に強い立地の優位
性を前面に押し出し、埼玉
県や関係諸機関と連携し
て、積極的な誘致事業を展
開する。令和７年度は日本
立地センターの企業アン
ケート調査を活用し、立地
意向の高い企業の抽出ア
プローチを進める。

3
旧秩父セメント跡地及
び周辺インフラ整備、
企業誘致活動

5



道路改築工事
【道づくり課】

太平洋セメント㈱、秩父県
土整備事務所、関係機関と
協議を進め、中央642号線
道路改築工事を完成させ、
道路供用を開始した。

評価：A
評価の理由：令和6年度に
中央642号線道路改築工事
を完成させ、その目標を達
成することができたため。

埼玉県の国道140号秩父
陸橋平面化事業と十分な
調整を行い、中央642号線
と国道との接続に向け、引
続き、秩父県土整備事務
所と太平洋セメント㈱と密
接な連携を図り協議を進め
る。

地方創生交付金
事業
【先端技術推進
課】

令和2年度に採択された地
方創生推進交付金事業（5
か年事業)の最終年であ
り、未来技術を活用した事
業として、物流MaaS（共同
配送「おむす便」）、ドロー
ン、遠隔医療の分野でサー
ビス利用の実装化を図っ
た。

評価：A
評価の理由：共同配送と遠
隔医療が社会実装に至り、
ドローン配送は配送構築体
制を整えることができたた
め。

交付金事業の最終年に共
同配送事業や遠隔医療事
業が社会実装に至り、ド
ローン配送は、配送構築体
制を整えた。共同配送は、
大滝地域すべての路線に
対して、実装することができ
た。今後は、他地域への横
展開の検討や本事業で構
築したダッシュボードシステ
ムの運用保守管理を行っ
ていく。

・先端産業育成事
業
・ドローン活用推
進事業
【先端技術推進
課】

ドローン活用事業では、国
のデジタルライフライン全
国総合整備計画における
「ドローン航路」の先行地域
に市が選定されたことを契
機に事業者向けのドローン
操縦者技能証明取得支援
補助金を創設した。
先端産業育成事業では、
新エネルギー分野につい
て補助金を１件交付した。

評価：B
評価の理由：ドローン活用
事業では、補助金の申請目
標値5件のところ実績３件に
留まり、先端産業育成事業
については補助金申請が
目標値の2件に達しなかっ
たため。

先端産業育成事業は、ド
ローンなどの先端産業分
野に取り組むことで、関連
する事業や企業を誘致し、
産業の創出と雇用の確保、
特に若者の働く場の提供に
よる人口減少の抑制が目
的である。ドローン事業の
実装化に向けては地元事
業者のドローン活用が重要
となるため、技能取得支援
をすることで、様々なユー
ズケースでの利用を促進し
ていく。

4
市内へ工場立地する
企業への補助

工場誘致補助金
交付事業
【先端技術推進
課】

工場等誘致条例奨励金の
交付について令和6年度は
宿泊施設の新設1件が対
象となり、対象企業は9社
（10件）となった。

評価：A
評価の理由：県内でもトップ
クラスの補助制度を有する
当市の中でも、工場等誘致
条例に基づく補助制度は特
筆できる内容となっており、
令和5年度に完成した1社の
宿泊施設（新設）が新規交
付対象となっており、対象
企業数7件の目標を達成し
たため。

令和元年度に制度を改正
し、宿泊施設等も対象とす
る工場等誘致条例奨励金
となっており、補助金を活
用した誘致に繋がってい
る。一方で、今後の旧秩父
セメント第一プラント跡地等
への企業立地に備え、他
の自治体も参考にしながら
制度内容の改正も視野に
検討したい。

5

新たな産業創出のた
めの秩父地域の産業
力把握と検討
～RESAS（地域経済
分析システム）を活用
した秩父地域の産業
力の把握と地域産業
創出に向けた検討、産
業創出基盤の形成を
図る。

地方創生交付金
事業（産業創出基
盤形成事業）
【先端技術推進
課】

当該事業はRESASを活用
した事業であるが、令和6
年からRAIDAで直近の旅
行者情報や物価高騰等の
経済動向をみることができ
るため、経済支援対策を作
成するうえで活用してい
る。

評価：C
評価の理由：RAIDAや
RESASを活用しての価格転
嫁の反映に苦しむ事業者
等の状況把握に活用し、経
済支援対策の検討をした
が、産業創出の形成までに
は至らなかったため。

RESASに生活用品消費分
析等のマーケティングマッ
プといった事業者による分
析可能な機能が追加され
ており、直近の動向を確認
できるRAIDAと全体的な枠
組みを検討する上で役立
つ豊富な種類のデータを持
つRESASを有効に活用しな
がら、産業力の強化と地域
にあった産業創出を目指す
取り組みを推進する。

6

先端産業分野の育成
及び事業・産業誘致
～ドローンや自動走行
システム、AI、IoT、空
飛ぶクルマ及び医療
福祉分野等に係る先
端産業分野の育成及
び事業・産業誘致に向
けた取組を推進する。
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7

創業・第二創業支援の
充実
～創業応援部門の整
備・充実による積極的
な創業支援、専門家
派遣や事業計画検証・
見直し等の支援による
創業企業フォローアッ
プを行う。
秩父ビジネスプラザを
活用し、創業を志す若
者や開業して間もない
企業等を支援する。ま
た、秩父商工会議所
等と連携し、創業塾等
を実施することで、市
内での創業を促進す
る。

・秩父ビジネスプ
ラザ管理運営事
業
・新型コロナ対策
創業者事業継続
支援事業
・秩父アイデアイ
ノベーション事業
【産業支援課】

令和6年度の創業塾参加
者は40名であった。圏域内
における創業者は27人とな
り創業支援としての成果を
あげることができた。
令和6年度の創業者フォ
ローアップ事業は創業者16
人を支援した。
リノベーション創業支援補
助金は2人支援した。
なお、秩父ビジネスプラザ
については令和6年度の年
間利用者が5,110人となり、
テレワーク環境の整備によ
り認知も進み増加した。

評価：B
評価の理由：創業塾の参加
者も定員の30名を大幅に超
え、地域内で定着している。
創業実績は目標達成するこ
とができなかったが、安定し
た創業数で推移している。
リノベーション創業支援補
助金利用件数が目標の2件
に対し、利用実績が2件あ
り、使用希望の相談が多く
あった。

引き続き創業者の安定経
営に向けて創業後のフォ
ローアップ支援事業を実施
することで、創業者の事業
の継続化を図っていく。令
和７年度からはリノベーショ
ン創業支援補助金の予算
を拡張したため、更なる利
用を促していく。創業塾に
関しても引き続き実施して
いきながら、事業計画書の
策定支援等を強化し、創業
率を高め、創業数の目標
達成を目指していく。

8

森林の価値を高める
ための支援
～森林の持つ多面的
機能について普及啓
発を図るとともに、森
林環境譲与税並びに
森林経営管理制度を
最大限に活用し、手入
れの遅れた私有林人
工林の集約化を進め
て林業の振興を図り、
森林整備を担う林業
事業体並びにコンパク
ト（自伐型）林業者の
雇用を創出する。
また、秩父産木材のイ
メージアップやブランド
力の向上、ICTを活用
して森林を適正に管理
するとともに、新たな
利用方法や供給先の
開拓等を進める。

・市営林保育事業
・地域おこし協力
隊事業
・林業振興活動支
援事業
・森林経営管理制
度推進事業
・担い手育成事業
・民有林整備事業
【森づくり課】

・森林の意向調査結果によ
り、経営管理権集積計画の
作成や山林の境界確認・
測量(112ha)を実施
・国庫補助、県単補助の対
象外となる森林や経営管
理実施権を設定した森林を
対象に林業事業体が実施
する森林整備（21.7ha)を支
援
・地域おこし協力隊4名によ
る自伐型林業の実践の支
援
・市が事務局を務める秩父
地域森林林業活性化協議
会において自伐型林業者
向けの基礎研修（8日間)、
ステップアップ研修（16日
間）を実施

評価：A
・森林環境譲与税を活用し
て、民有林整備事業や担い
手育成事業など各種事業を
展開している。
・森林経営管理制度に基づ
き、山林の境界確認を実施
し、集積計画を策定して、経
営に適する森林は整備を林
業事業体へ再委託を行い、
経営が成り立たない森林に
ついては市が直接管理し、
切捨間伐を実施している、
また、国・県の補助対象外
となる森林を対象に、林業
事業者への補助支援等を
拡充することで、森林整備
の支援体制を確立すること
ができたため。
・3年の任期が終了した地
域おこし協力隊も秩父に在
住し、個人事業主として林
業事業を展開しているた
め。

・R6から森林環境譲与税が
満額譲与されることから、
地域林業の課題を踏まえ
効果的な事業展開ができ
るよう、更なる検討を進め
る
・秩父地域森林林業活性
化協議会の取り組みを強
化し、引き続き森林環境譲
与税を活用した森林整備
の推進や自伐型林業者を
育成する
・林業の地域おこし協力隊
の任期後の独立に向け、
自伐型林業の指導等支援
を強化する

9

再生可能エネルギー
の研究及び導入・普及
～ゼロカーボンシティ
の実現に向け、秩父
新電力株式会社等と
連携し、住宅・事業所・
公共施設への屋根置
型太陽光発電設備の
導入を推進する。ま
た、省エネ設備への改
修及びEV充電器・蓄
電池・先端技術の普及
拡大に向けた検討を
進め、有効な施策の
構築を図る。

・地域再エネ等導
入推進事業
・地域新電力会社
連携事業
・次世代自動車推
進事業
【環境課】

ゼロカーボンの実現のため
に環境省の地域脱炭素移
行・再エネ推進交付金の重
点対策加速化事業の採択
を受け（R6.5.24付）、太陽
光発電設備と、それと同時
に設置する蓄電池、高効率
照明への更新を行う個人・
事業所への補助、並びに
公共施設へ太陽光発電設
備を設置する事業者に対
する補助を行い、合わせて
秩父新電力㈱への申請受
付等の業務委託を行った。
老朽化したEV用充電器を
事業者負担により更新し
た。

評価：A
評価の理由：令和6年度の
個人・事業所向けの補助事
業において、交付限度とな
る申請件数を受付すること
ができ、再エネ導入及び省
エネ促進に寄与できてお
り、事業が順調に進捗して
いるため。

R6年度は事業の初年度で
あるが、多くの申請を受け
太陽光発電設備の導入数
とCO2削減量を高めること
ができた。
重点対策加速化事業は5
年間の採択事業であり、
R10年度まで引き続き事業
を継続していく。
そのため事業の周知が課
題となるが、事業内容のPR
を市民・事業所はもとより、
太陽光パネル設置事業者
にも行うことで、より申請件
数を高めつつ設備の導入
を促進したい。

10

水素エネルギーの活
用に向けた研究及び
導入・普及
～地球環境に優しいク
リーンエネルギーとし
て注目されている水素
エネルギーの普及を
図る。

新エネルギー導
入推進事業
【総合政策課】

未来技術エキシビジョンに
て、水素エネルギーに関す
る体験型ブースを出展する
など水素エネルギーの啓
発に努めるとともに、秩父
地域への導入に向けた検
討のため「秩父市水素エネ
ルギー導入可能性調査」を
行った。

評価：B
水素エネルギー導入に関す
る導入可能性調査では、地
域内への水素エネルギー
導入に向けた知見が得られ
た一方、導入に向けてはプ
レイヤーの確保やコストの
観点から、導入条件が整う
には課題が多いことがわ
かったため。

調査を通じて、市への水素
エネルギー導入に向けた
条件等が整理できた。これ
をふまえ情報収集を継続す
る。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・秩父ビジネスプラザについては他の事例も参考にしながらより使いやすく見直しを図るべき。
・企業誘致については年間何社などチャレンジングな目標値を定めてみても良いのではないか。

11
デジタル地域通貨の
研究及び導入、普及

デジタル地域通
貨推進事業
【産業支援課】

デジタル地域通貨の導入
検討を行い、令和7年度実
施計画として予算を計上し
た。令和6年度補正予算
「新しい地方経済・生活環
境創生交付金」のデジタル
実装型（TYPE1）に申請を
行い採択された。

評価：A
デジタル地域通貨の導入に
向けて検討を行い、関係各
所への説明や予算の策定
等を実施した。予算査定に
基づき、令和6年度補正予
算「新しい地方経済・生活
環境創生交付金」のデジタ
ル実装型（TYPE1）に申請を
行い採択された。

9月現在では令和7年度予
算として予算確保されてお
らず、現在は事業実施不可
能となっている。また、令和
6年度補正予算「新しい地
方経済・生活環境創生交
付金」のデジタル実装型
（TYPE1）に申請を行い採
択されたが、事業実施がな
い場合は国へ事業不実施
の報告が必要となる。

12

オーガニック農業の研
究及び推進
～学校給食への地産
オーガニック食材の活
用などを通じ、普及を
図る。

有機農業推進事
業
【農業政策課】

有機農業を推進する上で
の問題点や慣行栽培との
比較検討を行うため、市内
の営農組織や認定農業者
に業務委託し、実証実験を
行った。

評価：Ｃ
評価の理由：単年度での実
証ではなく、継続的に実施
することで、有機栽培に有
効な手法等を検討する必要
があるため。（令和6年度は
面積を増加し、収量確保を
図った。）

有機栽培の実証実験につ
いて、取り組む地域の拡大
と品目を増やし、条件の異
なる農地における有機栽
培の課題など洗い出しを行
うとともに、今後の方向性
について検討を行う。

13
官民連携の仕組みを
活用した地域課題の
解決

地方創生事務費
【総合政策課】

PPP,PFIなど官民連携の仕
組みを利用した事業実施
について、民間企業や団体
等と意見交換を行い積極
的な活用について検討して
いる。

評価：B
検討を行っているが、実際
の案件組成には至っていな
いため。

引き続き官民連携の仕組
みを活用した地域課題解
決に向け、連携を図ってい
く。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

42.00 44.00 46.00 48.00 50.00 

42.30 

52.00 54.00 56.00 58.00 60.00 

65.90 

4

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

地元高校の魅力化の
推進
～高校魅力化事業を
通じて地元高校への
進学率向上とともに、
高校の地域特性を高
め、将来的に地域貢
献できる人材を育成す
る。

高校魅力化事業
【総合政策課】

地域おこし協力隊2名を高
校魅力化コーディネーター
として秩父高校に派遣し、
総合的な探究の時間のカ
リキュラム作成や地域人材
への協力要請、放課後自
習スペースの運営等を行っ
た。

評価：A
評価の理由：魅力化を進め
るにあたり重要な要素であ
る高校側との信頼関係を築
くことができており、コーディ
ネーターとしての活動の幅
もより広まってきているな
ど、順調に進捗しているた
め。

秩父高校の魅力化事業を
開始して令和7年度で3年
目を迎えることから、これま
での取組をリーフレット等に
まとめ、市内外の中学生や
その保護者に対し周知して
いく。

基本目標 1 多様な企業支援により安定した雇用を創出する

具体的な施策 ④ 地元就職に向けた契機づくりと人材育成

地元の子どもたちに秩父に残って働いてもらうため、例えば地域の特色である森林を活用した林業体験などの森林林業教育を小・
中学校で充実させたり、中学・高校生の時から地元企業と接する機会をつくったりするなど、早いうちから秩父で働くことが意識でき
る施策を進めます。また、地元高校と連携した地域振興を行うことにより、地元に興味を持ち、郷土愛を育て、秩父に就業しやすい人
材育成を支援します。

指標名 単位

基本目標 就職率（月平均） 41.30 ％

具体的な施策
秩父地域の高校卒業生
の秩父地域企業就職率

51.00 ％

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

地元企業からの外部
講師派遣等進路指導
プログラム支援
～地元企業からの社
員派遣等により、地元
で就業するための進
路指導プログラムの作
成と学校教育での実
践を支援するもの。

雇用対策事業（定
住）
【産業支援課】

秩父地域雇用対策協議会
事業として、秩父農工・皆
野高校・小鹿野高校で企業
説明会を実施した。また、
地元企業等の社員による
進学者向けの就職に関す
る講演会を秩父農工にて
実施した。

評価：A
評価の理由：就職希望者に
向けた企業説明会及び進
学希望者向けの就職講演
会により、地元で就業する
ための進路指導プログラム
支援をすることができたた
め。

引き続き、秩父地域雇用対
策協議会等と連携し、進路
指導プログラム支援を実施
する。

2
地元児童・生徒等に向
けた、地元企業の見
学・職場体験等の実施

秩父商工会議所等と連携
し、中学生職業セミナーを
各中学校で実施した。
セミナーでは、座学による”
働く意義等を学ぶ時間”の
ほか、”地元企業で働く人
に話を聞く時間”を設け、複
数の講師を地元企業から
招いて実施した。
なお、職場体験は各学校で
実施している。

評価：A
評価の理由：中学校におけ
るキャリア教育がスタート
し、学生への働くことへの意
識の醸成、地元企業理解促
進に役立ったため。

引き続き、中学校における
キャリア教育（中学生職業
セミナー）の実施など、引き
続き、地元企業理解促進に
資する取組に協力する。

3

高校での企業説明会
実施の支援等、地元
高校生の地元就職促
進支援

事業№1と同じ
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高校魅力化事業
（定住）
【教育研究所】

・昼休みの時間帯に中学生
に向けて秩父圏域４高校
のPRをするオリジナル番組
をちちぶエフエムに依頼
し、放送（全32回）
・圏域内中学校１年生を対
象とした４高校バス見学を
１月に３日間実施。

評価：B
評価の理由：PRラジオ放送
について中学生にアンケー
トを実施した結果、好評で
あり、また、2事業の事後ア
ンケートで中学生の「秩父
圏域内3校へ興味がある」と
の回答が55.3%（目標値：
70%）を占めた。
また、ラジオ放送前後で中
学1～3年生の秩父圏域高
校への進学希望調査結果
が36.2%→44.3%、バス見学
前後で中学１年生調査では
34.7%→48.6%といずれも向
上したため。

バス代高騰による予算確
保が厳しいため、バス見学
に代わる活動も検討する必
要がある。ラジオ放送につ
いては、中学校の協力もあ
り一定の成果が現れてい
る。今後も継続していきた
い。

⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

高校生の地元就職促進では、地元就職によりどのような生活が待っているかをアピールできると良い。

5

観光プロフェッショナル
の人材育成支援
～観光資源発掘・活用
やモデルコースの作
成、通訳等専門職の
人材を育成する。

観光連携推進事
業（定住）
【観光課】

おもてなし観光公社主催の
「ちちぶ案内人クラブ」、「秩
父ジオパークボランティア
ガイド養成講座」によって
人材育成に努めた。秩父
夜祭においては多言語対
応も行った。

評価：A
評価の理由：ジオツアー（ガ
イド含）参加者数が令和6年
度目標値300件に対し、実
績値338件、達成率112％で
あったため。

引き続き、地域おこし協力
隊や教育機関など、関係機
関の専門性を活かした人
材育成に取り組んでいきた
い。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 0 

201 

10 10 10 10 10 

6 

110 110 110 110 110 

52 

45 45 45 45 45 

40 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 2 豊富な地域資源を活用した新しいひとの流れをつくる

具体的な施策 ① 移住・定住の推進

「秩父版CCRC構想」の実現のため、姉妹都市である東京都豊島区をはじめとした都市部と協同で移住政策に取り組みます。さらに
は企業版ふるさと納税等を活用し企業と地域のつながり、外部資金を呼び込む流れの創出を目指します。

指標名 単位

基本目標
社会増減数（転出超過
数）

371 人

具体的な施策
移住支援金を活用した
移住世帯数（年間）

8 世帯

具体的な施策
移住相談センターを経由し
た秩父地域以外からの転入
者数

45 人

具体的な施策
関係人口創出関連イ
ベント開催回数（年間）

41 回

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
移住相談センターを中
心とした定住等対策の
包括的推進

移住者：31世帯、52名
移住相談件数：394件
移住支援金支給：26件
移住関連ツアー・イベント
開催：40回
移住事業出展：15回

評価：B
評価の理由：令和6年度は、
移住相談及び支援事業等
をはじめ移住相談センター
を利用した取組成果（移住
者数）について、令和5年度
と比べ若干増加させること
ができたため。

自治体間競争が激化する
中で、他の自治体と差別化
できる活動を行いPRへ繋
げることが重要と考えられ
る。メディア等の情報発信
も行いながら、引き続き継
続した効果的な活動を実施
する。

2

移住相談センターの
充実
～移住相談センター
事務所を、観光客を含
め相談者がより気軽
に訪れることができる
場所に移転するなど、
相談件数並びに関係
人口の増加を目指す。

令和6年11月に、移住相談
センター事務所を、観光客
で賑わいを見せる番場通り
沿い事務所へと移転した。

評価：A
評価の理由：移住相談セン
ターの事務所移転について
は、以前からの課題であっ
たが、考えうる限りの好条
件な立地へと移転すること
ができたため。

「観光案内所」になってしま
うと、本来の「移住相談セン
ター」の意味が薄れてしま
うため、その点に注意しな
がら、番場通りを歩く観光
客の中で「移住」を少しでも
検討している方などが、気
軽に相談に入って来られる
仕組みを研究し相談数の
増加に努める。

3
空き家や空き店舗のリ
フォーム・家賃補助等
による移住定住支援

空き家バンク購入物件に対
し移住者または移住予定
者へリフォーム工事への助
成金を交付。
申請件数：4件
交付金額：200万円

評価：B
評価の理由：家等の物件購
入は移住者にとって大きな
負担となるため、リフォーム
工事の助成金は効果的な
支援であり、4件の移住者
へ助成を行うことができた
ため。

助成金の活用をより一層図
るため、空き家バンクへの
登録件数を増加させる取り
組みを継続する。

4

市有住宅の活用
～単身入居、ルーム
シェア、二地域居住可
能な市有井ノ尻住宅を
活用した移住を促進
する。

移住相談として賃貸住宅へ
の移住を検討している方に
井ノ尻住宅を案内し移住へ
繋げている。

評価：A
評価の理由：家族層には移
住を促進する決め手となる
有効な取り組みであり、建
築住宅課との連携による
「空き室状況」により、対象
となりそうな家族層に適切
にPRできているため。

居住面積が広く部屋数も多
い物件が少ないため、市有
井ノ尻住宅を移住者用に
確保し活用することは移住
促進に効果的なため、今後
も建築住宅課と連携を取り
ながら、移住者用として確
保し利活用する。

5

移住促進住宅整備事
業
～子育て世帯も入居
可能な賃貸借住宅を
整備し、子育て世帯の
移住促進を推進する。

検討中

移住推進事業
【総合政策課】
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ふるさと納税事業
【財政課】

ふるさと納税事業の経費の
増加等に対応するため、寄
附額の見直しを行い、最終
的に年間211,947,272円の
寄附を受領することができ
た。

評価：B
評価の理由：総務省の経費
算定基準の見直し等に対
し、寄附額を見直し（値上
げ）をしたことで、経費率5割
を下回ったが、寄附額が伸
び悩んでいるため。

前年度に比べ寄附額が増
加した。寄附額増加を目指
すため、返礼品のライン
ナップをより充実させ、多く
の方の目に留まるようポー
タルサイトの充実化を図
る。

地方創生事務費
【総合政策課】

企業版ふるさと納税は、寄
付金額が1,460,000円、寄
附件数は28件と、金額、件
数ともに大幅に増加してい
る。

評価：A
評価の理由：寄付金額、件
数ともに増加しており、企業
版ふるさと納税マッチング
支援サービスや各企業へ
のアプローチ、公募案件へ
の応募の成果が現れてい
る。

制度が令和７年度以降も
延長されたことから、引き
続き企業への働きかけを
強化していく。

6

秩父への移住・就職体
験ツアーの実施
～「秩父に移り住み、
秩父で働くこと」の素
晴らしさを東京在住の
アクティブシニアや若
者たちに定期的に発
信するとともに、民間
事業者等と提携した体
験型ツアーの企画・実
施をする。

移住推進事業
【総合政策課】

ちちぶ雇用活性化協議会
が令和4年度で一度事業終
了し、令和5年10月から再
認定されたが、新たな認定
事業の中に移住・就職体験
ツアーが無く、令和6年度も
実施はされなかった。

評価なし

移住検討者にとって「仕事・
働く場所」は、最重要視さ
れる視点である。体験型ツ
アーだけでなく、秩父地域
外の方へ向け、秩父市内
の「働く場所」のPRを、各関
係団体と連携しながら行っ
ていく必要がある。

7

古い街並みを活かした
旧市街地の整備によ
る移住・観光客の増加
促進
～昔の秩父の面影を
残す旧大宮学校や旧
秩父駅舎等、伝統的
建造物を保存・活用す
るための支援をするこ
とにより、古い街並み
を活かした秩父の風
情を取り戻し、また、自
然と共生した旧市街地
を整備し、魅力発信す
ることにより、移住や
観光客の増加を図る。

・秩父神社社殿保
存修理事業
・指定文化財管理
事業
・指定文化財・登
録修理修復事業
・秩父市文化財保
存活用地域計画
事業
・文化財公開事業
【文化財保護課】

秩父神社社殿の修復工事
について、所有者に対して
必要な補助金を交付して実
施した。
また、指定文化財管理事
業として、文化財の所有者
に管理をする上での必要
経費の補助を行った。
秩父市文化財保存活用地
域計画事業については、令
和5年度に進めていた(市)
内田家住宅を中心とした黒
谷地域の文化観光拠点計
画の作成について、予算確
保の難しさや有識者や関
係者の意見などもあり、再
検討することとなった。

評価：C
評価の理由：社殿は過程で
の計画変更はあったもの
の、その後の予定期間であ
る令和６年度内に事業が完
了した。指定文化財管理事
業についても、不足につい
ては補正を確保するなど、
漏れのないように対応する
ことができた。
しかし、秩父市文化財保存
活用地域計画事業につい
ては、これまで事業を進め
てきた黒谷地域の文化観
光拠点計画の作成にあたっ
て当初活用を考えていた助
成金の活用が難し状況にな
るなど複数の問題点が噴出
し、根本的に事業の再構築
が求められる結果となった
ため。

団体・所有者等との連絡を
密にし、各物件の状況収集
と現状把握に積極的に努
め、所有者に対して必要な
補助金を交付し、文化財の
保存・活用に必要な保存修
理等を継続する。
また、文化財保存・継承に
あたっては、「秩父市文化
財保存活用地域計画」に基
づいて事業を進めるととも
に、突発的な事案に対して
も臨機応変に対応できるよ
う、市としての文化財保護
行政を進めていく。

8

ふるさと納税等の活用
～個人が行う「ふるさ
と納税」の強化及び企
業が寄付を通じて地
方創生の取組を応援
する「企業版ふるさと
納税」等を活用して秩
父地域外からの資金
の流入を促進する。

9

秩父版CCRC構想の
推進
～豊島区との連携を
中心にして元気な高
齢者などの移住支援
や交流事業を実施す
る。また、移住を後押
しする補助金や奨励
金等を活用して全世
代型の移住者の増加
を図る。

秩父版CCRC推
進事業
【総合政策課】

花の木交流センターにおけ
るのべ利用者数は令和５
年度の4,937人から5,025人
に微増している。

評価：B
評価の理由：施設利用者は
微増したが、関係人口や移
住者との交流促進という施
設の設置目的に寄与する
活動は少なかったため。

引き続きアクティブシニア
のみならず幅広い年代の
移住者の増加、関係人口
増加につながる施策を検
討していく。

12



⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・空き家問題を解決するため、再開発や補助制度などドラスティックな施策を実施すべき。
・秩父版CCRC構想については豊島区以外の自治体とも連携して取り組んでいくべき。
・西武線の特急料金に対して補助があれば、秩父から都内に通いたいという学生も一定数いる。鉄道会社の協力により、特急料金
の学生割引や回数券の交付などを検討すべき。

10

鉄道会社との連携に
よる現役世代家族の
移住推進
～西武秩父線の特急
及び秩父鉄道の急行
列車の増発や特急・急
行列車の定期券の新
規設定の要望や、通
勤・通学の鉄道運賃の
助成などにより、秩父
市を通勤・通学圏内と
し、都内へ通勤・通学
する現役世代家族な
どの秩父への移住を
進める。

移住推進事業
【総合政策課】

検討中

11
地域おこし協力隊の
積極的活用及び任期
終了後の定着支援

地域政策事務費
【総合政策課】

現役の地域おこし協力隊
の人数を市全体で12名（前
年度末時点）から2名増員
した。また、年度内に任期
が終了した隊員1名は地域
に定着している。なお、県
内の協力隊の活動・定着を
支援する「埼玉県地域おこ
し協力隊ネットワーク」が令
和6年5月に設立された。

評価：A
評価の理由：隊員を増員す
るなど積極的な活用が図ら
れており、地域への定着率
も高い水準となっているた
め。

これまで協力隊が活用され
ていなかった部署での活用
を検討するとともに、埼玉
県地域おこし協力隊ネット
ワークと連携し、隊員の地
域への定着を支援してい
く。

12
旧秩父東高等学校の
活用

財産管理事業
【管財課】

旧秩父東高の地権者（埼
玉県等）に対し、今後の利
活用に向けた用地交渉を
行った。

評価：B
評価の理由：県へ訪問し、
具体的計画が決定した際
の利活用について、概ね理
解を頂けているため。

具体的な計画が立てられ
た際、スムーズな事務手続
き等が行えるよう、引続き
交渉を行っていく。

13



実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 0 

201 

670 690 710 730 750 

566 

100 100 100 100 100 

382 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 2 豊富な地域資源を活用した新しいひとの流れをつくる

具体的な施策 ② 地域の資源や魅力を活かした施策

秩父の資源である森林や田舎の生活など、都市部の住民が秩父に求めるものを体験できる民泊やイベント・ワーケーションなどの
取り組みを通じ、関係人口の創出・拡大を図ります。また、秩父らしい魅力ある古い街並みを活かし、市外からの移住者や関係人口
の増加を目指します。

指標名 単位

基本目標
社会増減数（転出超過
数）

371 人

具体的な施策 民泊受入者数 657 人

具体的な施策
農業体験等交流イベン
ト参加者数

236 人

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

秩父産材を活かす取
組や森林・林業に触れ
る機会の創出
～秩父産木材を活用
した木工体験、自治体
や企業・団体の森を活
用した林業体験の推
進により、自然豊かな
秩父をPRし、都市部
からの移住、交流人口
の増加を図る。

・自治体企業等の
森づくり事業
・木育推進事業
・木育推進事業
（譲与税）
【森づくり課】

・赤ちゃんに木のおもちゃを
配布するウッドスタート事
業や市内小学校１年生に
木の引き出しを配布するな
ど木に触れ、親しむ機会を
創出する
･市内小学校4校の4・5年生
を対象とした森林環境教育
を実施
・「としまの森」の整備を推
進し、豊島区民との環境交
流ツアーを2回実施
・森林づくり協定に基づく企
業の森での森林整備イベ
ントの開催
・日本最大の木材展示相
談会の「モクコレ」や東京お
もちゃ美術館イベントに出
展するなど秩父材のPRを
実施

評価：A
・ウッドスタート事業から始
まり、小学校1年生に木の
引き出しを配布し、小学校
4・5年生では森林環境教育
を行うことで、切れ目のない
木育が実施できるように
なっている。
・環境交流ツアーや森林整
備イベントの実施、また都
市部で開催するの木工イベ
ントや展示等により交流人
口を増加し、秩父のPRを
行っている。
・これら木育推進事業や交
流事業は、計画どおり事業
推進できており、R6年度は
企業団体の森等を活用した
都市部との交流事業等も9
回開催され500人以上を動
員する成果をあげているた
め。

・自治体、企業、団体の森
づくりでは県の森林づくり協
定を推進するとともに、とし
まの森のように荒川下流の
地域との森づくり協定等の
締結を推進する。
・都内等で開催される木工
イベント等には、秩父地域
森林林業活性化協議会と
も連携し積極的に出展して
いく。

2
都市住民を対象とした
農業体験交流の実施

農業交流事業
【農業政策課】

都内の中小企業等に勤務
する従業員を対象とした市
内複数の観光農園で使用
可能ないちご狩り券斡旋事
業実施に関する仲介事務
を行った。

評価：Ｂ
評価の理由：美味しいいち
ごの収穫体験を通し、秩父
市のいちごや観光農園の
みならず当市の知名度を広
げるとともに、来訪者の増
加による経済効果を創出し
たが、引き続き拡大を図り
たいため。

いちご狩り券利用者のニー
ズ把握や農園選定基準の
明確化を図る。

3

農林業体験等のイベ
ント開催と戦略的広報
活動の展開
～田舎暮らし体験や
住民とのふれあい体
験、農林業体験等のイ
ベント実施と都内への
戦略的な広報展開に
より秩父を体感しても
らう。

移住推進事業
【総合政策課】

令和6年度も委託事業によ
り「農業体験イベント」を年4
回実施した。土づくりから収
穫までの季節ごとに、延べ
39名の方に参加してもらっ
た。

評価：A
評価の理由：農業体験イベ
ントは計画通り実施できて
おり、体験事業参加者から
も大変好評であるため。

参加者からも大変好評なイ
ベントであり、今後も継続し
て開催し、移住または二拠
点居住の推進を図る。
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4

幅広い世代を対象とし
た民泊事業の実施
～現在実施している修
学旅行向け民泊の
他、学生や一般の方
など、幅広い世代にも
対象を拡大し、秩父で
の暮らしの良さを体験
してもらう。

観光連携推進事
業（定住）
【観光課】

おもてなし観光公社によ
り、修学旅行向け民泊を実
施し、延べ566人を受け入
れた。

評価：B
評価の理由：ツアー、民泊
参加者数が令和6年度目標
値670人に対し、実績値566
人、達成率84％であったた
め。

人口減少や高齢化により、
受入家庭の確保が困難に
なってきている。新規受入
家庭開拓のため、若年層
への働きかけ等も検討する
必要がある。

5

関係人口創出事業の
推進
～地域外から何度も
足を運び、秩父に深く
関わりを持つ関係人
口の増加を図る。

移住推進事業
【総合政策課】

R2年に設立した「秩父ファ
ンクラブ」を中心とし、ファン
クラブ以外の方も含めた交
流イベントの実施
イベント回数14回
参加者113人

評価：B
評価の理由：関係・交流人
口の増加を図り、移住者の
増加へ繋げるために効果
的な活動が出来ている。今
後、ファンクラブ自体のブ
ラッシュアップ等更なる発展
に向け努力したい。

ファンクラブを効果的に活
用するため、先輩移住者と
の連携を図るなど、定期的
なイベント等を実施してい
く。また、ファンクラブへの
加入は消極的であるが、秩
父市に興味がある、移住を
検討されている方も含めて
イベントを周知・実施してい
く。都内でのPR活動も積極
的に開催する。

6

西武秩父駅と市庁舎
とを結ぶ動線、来訪者
を市街地へ誘導する
動線の整備支援

・道路改築工事
・街路整備事業
（お花畑通線）
【道づくり課】

令和5年度に本整備支援事業は全て完了した。

7

皆野寄居有料道路の
無料化等による通勤
エリア拡大
～皆野寄居有料道路
を無料化等してもら
い、交通アクセスの利
便性を向上させ、秩父
在住者の通勤可能エ
リアの拡大を図る。

検討中

8
景観計画及び景観条
例によるまちなかの景
観保全

景観形成支援事
業
【まちづくり公園
課】

景観法に基づく届出及び長
期優良住宅に対する景観
計画への適合証明交付に
より、景観計画への適合を
審査。
また、都市計画道路中央
通線上町工区の街路事業
に合わせた上町地区景観
形成重点地区計画の作成
に着手。

評価：A
評価の理由：受理した景観
法届出（14件）、長期認定優
良住宅景観計画適合証明
願（18件）についてはすべて
景観計画に適合していた。
また上町における景観形成
重点地区への指定に向け
地元との協議会等を立ち上
げ、事業が順調に進捗して
いるため。

引き続き上町における景観
形成重点地区指定に向け
た取り組みを継続する。

9
秩父市地場産業セン
ターの活用

秩父市地場産業
センター管理事業
【産業支援課】

建物の法定検査等で指摘
事項となった4件の工事案
件に関し、新年度当初予算
として工事予算を確保し
た。利用者の利便性の向
上、安全性の更なる確保に
努める。

評価：B
評価の理由：センターの本
格的な活用検討に入る前
に、建物の安全性の確保策
として工事計画を立てること
ができたため。

今後の活用のため、セン
ター周辺の開発計画や、セ
ンターの大規模改修時期を
見据えた中長期的な利用
方針の検討をする必要が
ある。

10
木育を活かした賑わい
の創出

木育を活かした
賑わい創出事業
【産業支援課】

秩父市木育ボランティア・
リーダー登録者による積極
的な賑わい創出の催しの
企画・実施が奏功し、秩父
産材等で地元木工業者を
中心に製作した木育おも
ちゃセットが秩父地域内外
で活用され、笑顔と賑わい
が生まれるとともに、多くの
方に秩父の木・木育を認識
していただくことができた。
・秩父市木育おもちゃセット
貸出件数：30回

評価：A
評価の理由：年間貸出件数
は目標（10件）を大きく上回
る30回、来場者は4,700人を
超えたため。

引き続き、木育ボランティ
ア・リーダー研修を行い、木
育おもちゃセットを活用して
いただくことで、中心市街
地等での賑わい創出、林
業・木工業の振興につなげ
る。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・イベントの営業や広報には民間のノウハウも活用すべき。
・秩父は祭りが多い地域であることから「祭りのまち」としてのPRに力を入れるべき。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 0 

201 

611 611 611 611 611 

541 

175.0 175.0 175.0 175.0 175.0 

138.3 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 2 豊富な地域資源を活用した新しいひとの流れをつくる

具体的な施策 ③ 観光誘客のための施策、観光イベントの実施

魅力的で分かりやすい観光情報の発信を行うと同時に、外国人観光客等を受け入れるために必須となっているWi-Fi環境を整備す
るなど、観光誘客増加のための事業を実施します。また、観光客がまちなかで快適に過ごせるような環境も整備します。さらに、
DMOである一般社団法人秩父地域おもてなし観光公社の広域的な観光誘客への取組みを支援します。また、スポーツ、アニメ、地
場産業など、地域の活性化につながる市のイベントや民間で実施するイベント等の開催や支援をします。また、伝統を活かした歴史
的なまつりや自然など、秩父市の魅力を活かした観光イベントを実施・支援します。

指標名 単位

基本目標
社会増減数（転出超過
数）

371 人

具体的な施策 入込観光客数 516 万人

具体的な施策
秩父市観光HP「観光な
び」アクセス数

128.4 万アクセス

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

観光キャンペーンや各
種イベントの実施およ
び支援、ホームページ
等による情報発信

・秩父魅力発信事
業
・観光情報発信事
業
【観光課】

秩父観光協会へ委託料を
支出し情報発信等に努め
た。秩父市・さいたま市・川
越市との3市連携事業で
は、キャラクタースタンプラ
リーの実施やロゲットカード
を配布した。

評価：A
評価の理由：秩父観光なび
の年間ユーザー数が令和6
年度目標値100万件に対
し、実績値101.4万件、達成
率101％であったため。

インターネットでの検索回
数やホームページへのアク
セス数は観光誘客に直結
するため、ホームページや
SNSの更新頻度を上げ積
極的なPRを展開したい。

2

スポーツ、アニメ、地
場産業関連等地域活
性化イベントや秩父銘
仙をPRするためのイ
ベントの開催やその支
援

秩父宮記念ミュー
ズの森チャレンジ
ロードレース大会
開催事業
【市民スポーツ
課】

令和6年6月9日に第65回秩
父宮記念ミューズの森チャ
レンジロードレース大会を
開催。
20部門で1,018人の参加が
あった。

評価：B
評価の理由：評価指標であ
る参加人数1,100人に対し、
実績値1,018人、達成率約
92.5％であったため。

参加者からの意見等を踏
まえて、より魅力的な大会
になるよう検討を進めてい
く。

・中央商店街ジョ
イントフェスティバ
ル補助事業
・商店街活性化推
進事業
・秩父まるごとア
ウトレット補助事
業
・中心市街地活性
化イベント事業
・空き店舗チャレ
ンジ事業
・伝統産業保存継
承事業
・ちちぶ銘仙館染
め織りの郷事業
・秩父銘仙ＰＲ事
業（地域おこし協
力隊）
・ちちぶ銘仙館管
理運営事業
【産業支援課】

中心市街地活性化イベント
の補助、商店街支援を中
心に地域活性化につなが
る事業が行えた。秩父商工
祭（はんじょう博）について
も前年並に開催することが
出来た。
伝統産業保存継承・銘仙
PR事業に関しては地域お
こし協力隊の展示を銘仙館
以外の市内会場（寺内織
物）でも行った。
秩父絹市も例年どおり実施
した。

評価：A
評価の理由：中心市街地活
性化イベント補助について
目標の2件実施することが
出来たため。このほか商店
街支援も計画通りに実施出
来たため。秩父銘仙のPR
事業は寺内織物で実施す
ることにより、織元の建屋で
展示を行うことで出来たた
め。

中心市街地活性化イベント
補助に関しては、目標は達
成できているものの、今後
の継続性の面も考慮し検
討していきたい。
秩父銘仙に関しては今後も
地域おこし協力隊と連携し
地域ブランドとしてPRして
いきたい。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・「彩さんぽ」では番場町などは人が少なく閑散としていた。舞台を活用したイベント開催なども検討すべき。
・観光情報を発信するためのパンフレット作成では、作成数だけでなく設置箇所数や設置箇所ごとの消費量も可視化すべき。

・芝桜まつり開催
事業
・秩父いってん
べぇウォーキング
開催事業
・アニメツーリズ
ム開催事業
・吉田よいとこま
つり開催事業
・奥秩父大滝紅
葉・氷まつり開催
事業
・荒川しだれ桜ま
つり事業
・そばまつり開催
事業
・夏祭り事業
・秩父夜祭事業
・龍勢祭事業
【観光課】

・芝桜まつり：開催
・秩父いってんべぇウオー
キング：開催
・秩父アニメツーリズム：イ
ベント開催
・吉田よいとこまつり：開催
・奥秩父大滝紅葉まつり：
開催
・氷まつり：開催
・荒川しだれ桜：開催
・ちちぶ荒川新そばまつり：
開催
・夏祭り（川瀬）：開催
・秩父夜祭：開催
・龍勢祭：開催

評価：B
評価の理由：入込観光客数
が令和6年度目標値611万
人に対し、実績値541万人、
達成率88％であったため。

引き続き各種地域活性化
イベントの開催、支援に努
めるとともに、インバウンド
や若年層などを対象とする
新たな観光誘客対策を検
討する。

3
観光情報を発信する
ための統一的・網羅的
パンフレット作成

・秩父魅力発信事
業
・観光情報発信事
業
【観光課】

街なかパンフレットや観光
ガイドブックを増刷し、市内
周遊促進に寄与することが
できた。

評価：B
評価の理由：新規の作成は
できなかったが、既存パン
フレットを増刷し、効果的に
観光情報を発信できたた
め。

SNSのみならず、未だに紙
媒体の情報発信は重要な
ものであるため、新しいア
イディアを盛り込んだもの
や観光客にとってわかりや
すいパンフレットの作成に
取り組みたい。

4
外国人観光客等を受
け入れるためのWi-Fi
環境・体制の整備

ちちぶ公衆無線
LAN環境整備事
業
【観光課】

街中商店街でのWi-Fi環境の整備が概ね完了し、商店街や個店からの設置要望もな
いため、令和2年で本事業を終了とした。

5

外国人観光客向けの
秩父札所巡礼トレッキ
ングコース設定及び外
国語案内看板の設置

・観光情報発信事
業
・観光施設維持管
理事業
【観光課】

札所誘客促進協議会を組
織し、令和8年の札所総開
帳に向け準備を進めてい
る。また、老朽化していた
武州中川駅前の観光案内
看板を多言語化対応したも
のに整備した。

評価：A
評価の理由：観光情報館外
国人案内件数が令和6年度
目標値500に対し、実績値
836件、達成率167％であっ
たため。

引き続き、令和8年の札所
総開帳に向けた準備を進
めたい。また、徐々に増加
してきた外国人観光客向け
にSNSや観光案内看板の
整備を図りたい。

6

秩父地域おもてなし観
光公社による広域的
観光展開の支援
～一般社団法人秩父
地域おもてなし観光公
社が実施する滞在型
観光の推進や外国人
観光客の増加等、秩
父地域の連携による
観光への取組を支援
する。

観光連携推進事
業（定住）
【観光課】

秩父地域おもてなし観光公
社で観光庁の補助事業に
取り組み、秩父夜祭の曳子
体験ををはじめ各種ツアー
を実施した。また、台湾国
際旅行博への秩父市・西
武鉄道ブースの出展サ
ポートを実施した。

評価：A
評価の理由：インバウンド
需要を喚起する各種ツアー
の実施により、外国人の誘
客促進に寄与できたため。
台湾国際旅行博への出展
により、海外でのPRや秩父
市のSNSフォロワー数の増
加等の効果が得られたた
め。

引き続き、補助事業を効果
的に活用し、滞在型観光や
インバウンドに繋がる魅力
的なツアーやコンテンツ作
りに取り組みたい。

7

通年観光が楽しめるコ
ンテンツ作り
～秩父ならではの自
然・歴史等の魅力を活
用し、通年観光を楽し
めるコンテンツを創出
する。また魅力あるコ
ンテンツ作りのため、
デジタル技術の活用も
検討する。

観光客誘客促進
事業
【観光課】

観光客の来訪が落ち込む
冬季の対策として、昨年に
引き続き冬季ナイトツーリ
ズムイベント「彩さんぽ」を
実施した。

評価：A
評価の理由：前回より規模
を拡大したナイトツーリズム
を実施し、好評であったた
め。また、周辺飲食店と連
携した取り組みにより、経済
効果も得られたため。

引き続き、冬季ナイトツーリ
ズムイベントを開催し、閑
散期の観光誘客に取り組
むほか、一年を通じて観光
客を取り組むための施策を
検討していきたい。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 

0.96 

100 100 100 100 100 

100 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

合計特殊出生率を1.5にするという高い目標を達成するためには、賃金を今の1.8倍にするなどしないと難しいのではないか。

基本目標 3 未来のための結婚・出産・子育ての希望をかなえる

具体的な施策 ① 子どもの医療費支援

子どもが18歳になった年の年度末までの医療費助成などにより、医療に関する経済的負担を軽減します。

指標名 単位

基本目標 合計特殊出生率 1.07 人

具体的な施策 こども医療費支給率 100 ％

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
18歳年度末までの子
どもの養育者への医
療費補助

こども医療費支給
事業
【保育こども課】

18歳年度末までの子ども
がいる子育て世帯に対し、
子育て期にかかる経済的
負担を軽減するため、医療
費の支給を行った。

評価：A
評価の理由：認定できる医
療費については、100％支
給することができたため。

引き続き、子育て世帯に対
し、子育て期にかかる経済
的負担を軽減するため、事
業を行う。

2

18歳年度末までの子
どもがいるひとり親家
庭等の養育者への医
療費補助

ひとり親家庭等医
療費支給事業
【保育こども課】

ひとり親世帯に対し、子育
て期にかかる経済的負担
を軽減するため、医療費の
支給を行った。

評価：A
評価の理由：認定できる医
療費については、100％支
給することができたため。

引き続き、子育て世帯に対
し、子育て期にかかる経済
的負担を軽減するため、事
業を行う。

3
１歳未満の入院治療
が必要な未熟児の医
療費を負担

未熟児養育医療
費給付事業
【保育こども課】

入院治療が必要な未熟児
が、必要な医療を受けられ
るように給付を行う。

評価：A
評価の理由：未熟児を養育
している保護者に対し、必
要な給付を100％行うことが
できたため。

引き続き、入院治療が必要
な未熟児に対して事業を行
う。

4
中学校３年生のインフ
ルエンザ予防接種費
用の助成

中学3年生インフ
ルエンザ予防接
種（任意予防接
種）費用助成事業
【保健センター】

入試等の重要な時期のイ
ンフルエンザの発症や重症
化予防にあたり、インフル
エンザ任意予防接種費用
の助成を実施し、経済的負
担の軽減を行う。

評価：A
評価の理由：接種希望者
232人全員へ助成すること
ができた。助成を行い経済
的負担の軽減を図ることが
できたため。

今後も継続して助成を実施
していく。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 

0.96 

6 6 6 6 6 

6 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 3 未来のための結婚・出産・子育ての希望をかなえる

具体的な施策 ② 出産・子育てへの支援

子育て相談など、安心して子育てできる環境づくりのため、妊娠前から子育て家庭を支える切れ目のないサポート体制の充実に向
けて、「秩父市版ネウボラ」事業を展開します。また、高齢者などによる子育て支援、出産祝金の支給、第3子以上の子どもがいる世
帯への保育料無料化を進めます。さらに、結婚に関する支援も行います。

指標名 単位

基本目標 合計特殊出生率 1.07 人

具体的な施策
地域子育て支援拠点
数

6 拠点

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
出産祝金の支給（第１
子12万、第２子30万、
第３子以降50万円）

出産祝金支給事
業
【保育こども課】

出産及び子育てに係る経
済的負担を軽減するため、
出産祝金の支給を行った。

評価：A
評価の理由：申請があった
支給要件に該当する者に
は、100％支給できたため。

市の財政状況を鑑み、支
給金額や支給方法につい
て見直す予定。

2

第３子以降かつ０～２
歳児の保育料無料化
～県の補助金により
保育料の減免・無料化
を実施する。

多子世帯保育料
軽減事業
【保育こども課】

国の規定から外れてしまう
多子世帯（第3子以降）に対
し、保育料の軽減を行っ
た。

評価：A
評価の理由：対象世帯に対
し保育料の無償化を100％
実施し、経済的負担を軽減
することができたため。

次年度以降も「埼玉県多子
世帯保育料軽減事業費補
助金」がある場合は、継続
して事業を実施する予定。

3

子育て支援相談員に
よる相談受付や講座、
イベント開催等による
子育て支援

子育て支援セン
ター事業
【子育て支援課】

下郷児童館内で、週5日、
242日、子育てに関する相
談や情報提供、交流の場
の提供等の支援を実施し
た。4つの講座・イベントを
開催した。

評価：B
評価の理由：利用者組数
1040組、相談件数230件。
令和5年度実績1198組に対
し、86%に減少したため。

少子化による利用対象児
童は減少していく見込みで
あるが、今後も子育てに関
する相談を中心に、子育て
世代を支援を継続してい
く。

4

ファミリー・サポート・セ
ンター、産前・産後サ
ポートセンター、緊急
サポートセンターによ
る子育て支援

ファミリー・サポー
ト・センター、産
前・産後サポート
センター、緊急サ
ポートセンター事
業
【子育て支援課】

各サポートセンター事業
で、地域のボランティアによ
る子育て支援を実施した。
また、産前産後サポートの
規則を改正し、対象年齢を
6ヶ月未満から1才未満まで
に延長した。

評価：B
評価の理由：利用件数の総
計が327件。令和5年度の総
計334件に対し、98%の実績
であったため。

提供会員の高齢化が近年
の課題であるため、新たな
会員の募集等を強化して
いく。

5

子育て家庭の情報交
換、集いの場である地
域子育て支援拠点の
提供

地域子育て支援
拠点事業
【子育て支援課】

市立2か所、民間こども園
等4か所で、子育てに関す
る相談や情報提供、親子
交流、イベント・講座などの
支援を実施し、民間の拠点
に運営費等の補助を行っ
た。

評価：A
評価の理由：拠点の目標値
を維持しているため。

少子化による利用対象児
童は減少していく見込みで
あるが、今後も子育てに関
する相談、情報提供、子育
て世帯の交流の場として事
業を継続していく。

6
子育て世代包括支援
センターの運営

利用者支援事業
（子ども家庭セン
ター・母子保健機
能）
【保健センター】

令和6年度より「こども家庭
センター・母子保健機能」と
して、①妊娠届け出時の面
談、②妊娠期から出産まで
のセルフプラン作成の支援
と情報提供、③母子支援判
定会議、④支援が必要な
ケースのサポートプラン作
成をし、相談支援事業を
行っている。

評価：A
評価の理由；以下の活動に
より妊娠期から乳幼児期ま
で切れ目のない支援を行っ
たため。
①妊娠届け出時面談数
100％（257件）、②セルフプ
ラン作成数100％（257件）
③母子支援判定会議（年12
回）支援④サポートプラン作
成数51件

令和6年度より子育て世代
包括支援センターは、「こど
も家庭センター」の保健部
門として、児童福祉部門と
一体的な相談支援を行う機
関となった。引き続き児童
福祉との連携により切れ目
ない子育て支援、サービス
の充実を図っていく。

20



7
子どもの居場所づくり
への支援

子どもの居場所
づくり推進事業
【子育て支援課】

地域全体で子どもを見守
り、食事を中心とする安全
で安心して過ごせる団らん
の場を提供するため、こど
も食堂を運営する市内6団
体に運営費等の補助を
行った。

評価：A
評価の理由：こども食堂が3
か所から6か所となり、こど
もの居場所と支援活動が拡
充したため。

当面は、市内の中学校区
に1箇所のこども食堂設置
を目標に更に拡充していけ
るようPR活動等をしっかり
と行っていく。

8
不妊検査費用・不育症
検査費用・不妊治療費
用への助成

不妊治療支援事
業
【保健センター】

保険適用外医療費を助成
する「ゆりかご支援事業」及
び「早期不妊検査費・不育
症検査費助成事業」を実施
した。周知については、市
報及びちちぶエフエムによ
り広報を行うとともに、相談
のあった市民に対しては締
切日の通知を送付し、確実
な案内に努めた。
・申請件数
　ゆりかご支援事業10件
　早期不妊検査費・不育症
検査費助成事業14件

評価：A
本事業全体で24件の申請
者があり、いずれも助成を
行うことができ、特に、「ゆり
かご支援事業」では、不妊
治療に保険が適用されず
全額自己負担となる43歳以
上の方へ助成を実施し、経
済的負担の軽減を図ること
ができたため。

継続して実施する。

9
妊産婦等の健康診査
費用助成

妊婦等健康診査
事業
【保健センター】

妊婦の経済的負担を図る
ため、妊婦健康診査助成
券を交付し、妊婦健康診査
の受診費用の一部を助成
している。
・助成券交付件数245件

評価：B
評価の理由：全ての妊産婦
に対し助成券を交付してい
る。これにより、妊産婦の定
期的な健康診査の受診及
び健康管理の推進を図って
いるが、妊婦の自己負担が
生じている現状があるた
め。

妊婦健康診査の受診に際
し妊婦の自己負担が生じて
おり、助成券でまかなえて
いない検査があることか
ら、助成費用の増額につい
て検討している。なお、本
事業は県との集合契約に
基づき実施しているため、
県とも協議の上で対応を検
討する必要がある。

10

出産後の母子に対し
て心身のケアや育児
のサポート等を行い、
産後も安心して子育て
ができる支援事業の
実施

・産婦・新生児訪
問事業・各種乳幼
児健康診査実施
事業・各種教室・
相談事業・産後ケ
ア事業
・妊娠・出産・子育
て包括支援事業
（定住）
【保健センター】

・産婦・新生児訪問事業で
は、産まれた子どもと出産
した母親を全数把握し、母
子の健康状態の確認や育
児不安の軽減を図り、早期
に必要な母子保健事業に
つなげている。
・産婦・新生児訪問対象
242件（訪問240件、面接2
件）・産後ケア事業利用件
数100件・乳幼児健康診査
受診率96.0%

評価：A
評価の理由：新生児訪問や
乳幼児健康診査では対象
者に対して健康状態や発育
発達、母親の育児不安を把
握し、相談支援が必要な母
子に対して必要な母子保健
事業につなぎ育児の負担
や不安の軽減を図っている
ため。

今後も継続して支援を実施
していく。

11
安心して出産できる産
科医療体制への支援

ちちぶ定住自立
圏医療分野支援
事業（定住）
【地域医療対策
課】

秩父圏域内で唯一の産科
診療所を維持するために、
ちちぶ医療協議会として産
科医等の派遣の支援を
行った。埼玉県の担当課と
連携し秩父保健医療圏医
師等派遣支援事業補助金
を活用することにより、産科
医3名（埼玉医大病院及び
埼玉医大総合医療セン
ター）、助産師1名（秩父市
立病院）の派遣費用に対す
る補助を行った。

評価：Ａ
評価の理由：補助金による
支援を行うことにより、産科
医と助産師の派遣を継続で
き、例年同様の産科医療体
制を維持することができた
ため。

今後も、埼玉県の担当課や
派遣元医療機関等との連
携を深めていくとともに、秩
父保健医療圏医師等派遣
支援事業補助金が継続し
て交付されるように働きか
けていく。ちちぶ医療協議
会が産科診療所に対し補
助金による支援を行うこと
により、安心して出産でき
る環境を維持できるように
していく。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

子育て家庭の情報交換、集いの場である地域子育て支援拠点の提供については、何が目標値でそれをどのように維持したのかを
具体的に記載すべき。

12

婚活に関する支援
～セミナー・イベントな
どの開催を通じ、結婚
を希望する市民に向
けた支援を行う。

結婚支援事業
【総合政策課】

39歳以下の新婚生活に住
居に係る費用を補助する
結婚新生活支援事業補助
金を実施し、24件の新規申
請があった。また婚活支援
として、婚活セミナーを3
回、婚活イベントを3回実施
した。

評価：A
結婚新生活支援事業補助
金について、支給見込世帯
数のうち支給実績世帯数の
割合が、目標値65％だった
のに対し、92％であったた
め。
また婚活支援について、男
女を総合すると90％以上の
参加者が満足と回答してお
り、結婚を希望する市民へ
の支援につながっているた
め。

結婚新生活支援事業補助
金については、周知を図る
ことで申請件数を増やすこ
とができるよう取り組む。
婚活支援については、イベ
ント実施後な伴走支援に注
力し、支援内容の拡充を検
討する。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 

0.96 

45.00 49.00 53.00 57.00 61.00 

26.20 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 3 未来のための結婚・出産・子育ての希望をかなえる

具体的な施策 ③ 教育に関わる支援

留守家庭の児童の健全育成支援や小・中学校就学のための経済的支援などにより、困難なく義務教育を受けられるようにし、さら
に、大学等各種高等教育費の奨学金制度の充実と利便性を図ります。また、放課後の保育は親の就業にも関わることから充実させ
ます。秩父地域の学力については、低い水準にあることから、学力向上を目指し、子どもの教育に関する不安をなくします。

指標名 単位

基本目標 合計特殊出生率 1.07 人

具体的な施策
全国学力・学習状況調査の
平均値（県平均値を上回る
学校の割合）

42.90 ％

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
小学校入学準備品（ラ
ンドセル）購入補助

就学事務事業
【学校教育課】

令和7年度に小学校に入学
する児童の保護者に、入学
準備品として購入するラン
ドセルの購入費に対して上
限金額5万円の補助金を交
付した。

評価：A
直接申請案内を郵送した
他、小学校の就学時健診や
一日入学を利用し、申請を
促すチラシを配布して周知
を行った。補助対象者360
人のうち315人（交付率：
87.5％）に交付できたため。

令和7年度に、ランドセル購
入の条件に縛られない、入
学祝金交付制度に変更し
た。
交付率100％を目指し、制
度周知を徹底していく。

2

留守家庭の児童の健
全育成支援と子育て
環境の充実
～市立学童保育室の
運営や民間学童保育
室を支援して、子育て
環境の充実及び保護
者の就業支援を行う。
※基本目標１の①「秩
父で就業できる環境づ
くり」の具体的な事業
「５.女性が働きやすい
環境を整えるための
保育施設等の充実」と
関連あり。

・学童保育室管理
運営事業
・放課後児童健全
育成委託事業
・私立学童保育室
保育料補助事業
【学校教育課】

学童保育室指導員等に対
する研修会を継続的に受
講させ、指導員等の資質向
上に努めた。民間学童保
育室と連携して子育て環境
の充実に努めた。また、就
業を希望する女性の職業
の選択肢が広まるよう、受
入体制を整え、待機児童解
消に務めた。

評価：B
学童保育室指導員等の研
修会を実施することにより、
資質向上が図れた。民間学
童保育室では、子育て環境
の整備を推進し、充実が図
れた。子育て支援の充実を
図り、年間を通じて概ね待
機児童の解消はできたが、
一時的な待機児童が発生
したため。

引き続き、学童保育室指導
員等の研修会を実施する
ことにより、資質向上を図
る。民間学童保育室では、
子育て環境の整備を推進
していく。また、女性が働き
やすい環境を整えるため、
引き続き受入体制の拡充
や待機児童を解消するた
め、公立及び民間学童保
育室の整備を推進する。

3

経済的理由による小・
中学校就学困難世帯
への支援
～学用品や制服購入
費等に補助を行い支
援する。

・学用品費補助事
業（小学校）
・特別支援教育学
用品費補助事業
（小学校）
・学用品費補助事
業（中学校）
・制服購入費補助
事業（中学校）
・特別支援教育学
用品費補助事業
（中学校）
【学校教育課】

小中学校の年度末、小学
校入学時の健診時、保育こ
ども課の窓口で制度につい
ての案内を配布して制度周
知を図った。学校の事務担
当者と連携し、保護者の離
婚の際に早急な申請を促し
た。

評価：A
申請が遅れた場合にも柔
軟に対応した。支給漏れが
ないよう学校の事務担当者
との連携を密にし、制度に
ついて周知徹底を図ること
ができたため。
令和7年3月1日現在認定者
数　小学校　要保護11人　
準要保護344人、中学校　
要保護12人　準要保護229
人

就学支援制度の周知徹底
を図り、保護者等の経済的
負担の軽減を図る。

4
小・中学校等の学校給
食費の一部補助

子育て支援学校
給食費補助事業
【保健給食課】

長期化する物価高騰の影
響を受けやすい、子育て世
帯の負担軽減のため、補
助率を50％から55％に拡
充した。

評価：A
評価の理由：補助率を拡充
したことで、より一層保護者
の負担軽減を図ることがで
きたため。

すでに給食費無償化を実
施している近隣の４町にあ
わせて無償化を実現する
ため、調整を図る。
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5

児童生徒の確かな学
力を育むための事業
～学校の現状や課題
に基づく学力向上のた
めの取組を支援する。

・基礎データ収集
事業
・地域教育力活用
モデル事業
【学校教育課】

児童生徒の学力向上のた
め、学力調査や質問紙調
査の結果を活用し、現状を
把握したり、令和４年度に
作成した「令和版チチブ・
チャレンジ」を各校に周知
し、取組や授業改善を図っ
た。
英検取得を目標として、地
域ボランティアを活用し、
「英検ナイトスクール～夜
勉～」を合計６回実施した。
夏季休業中に「理科おもし
ろ実験教室」を実施した。

評価：A
各種訪問や学力向上推進
委員会等による令和版チチ
ブ・チャレンジの周知や学
力調査の分析・周知するこ
とで授業改善につなげる機
会を増やすことができた。
市内児童生徒を対象に、英
語と理科を取り上げた事業
を実施し、学力向上に向け
た取組の充実が図れたた
め。

引き続き、学力調査の結果
を効果的に活用し、学力向
上、授業改善を図っていく。
学力向上を目的とした諸事
業の参加者を増やすため
に、学校と連携を強めると
ともに、広報活動にも力を
入れ、内容の充実のため
に改善を図る。

6

英語教育の推進
～英語教育の充実が
求められている中、そ
の推進に向けて、ALT
の効果的な活用、土
曜英語学習の充実、
教職員への研修の実
施等の事業を行い、
小・中学生の更なる英
語力の向上を図る。

・英語指導助手事
業
・英語土曜学習事
業
・英語教育研究事
業
【教育研究所】

・学力向上推進委員会外
国語部会における授業研
究会、学力調査活用班会
議の実施
・ALT通信の作成及び活用
・ALTによるオンライン英会
話レッスンの実施
・ALTによる秩父市イング
リッシュフェスタの実施

評価：B
・学力向上推進委員会外国
語部会において、授業研究
会、学力調査活用班会議を
計画どおり実施し、その取
組の成果を市内21校に共
有することができた。（年度
内に取組の成果を小中学
校21校に共有することを目
標とし、達成できた）
・ALTを活用した取組である
ALT通信の作成及び活用、
オンライン英会話レッスン及
び秩父市イングリッシュフェ
スタの実施において、計画
どおり活用、実施できた。
ALT通信の活用率につい
て、目標70％に対し、達成
率約50％、オンライン英会
話レッスンについて、参加
定員50名に対し、参加者15
名(参加率30％)、秩父市イ
ングリッシュフェスタについ
て、小学生参加定員25名に
対し参加者18名、中学生参
加定員20名に対し、参加者
5名（参加率51％)と参加率
が目標に達しなかったた
め。

・授業研究会での授業をモ
デル授業として市内教員向
けに公開し、実践について
共有することで、市全体の
教員の授業力向上及び児
童生徒の学力向上に資す
る。
・ALT通信の内容の充実を
図り、授業における活用率
の向上を目指す。
・教員の指導力向上を目的
とした教員研修を実施す
る。
・引き続き、事業を工夫し、
英語のコミュニケーション
能力や英語学習への意欲
の向上を図っていく。

7

「GIGAスクール構想」
の推進に向けたICT環
境の継続的な運用
～国が掲げる「GIGAス
クール構想」の推進に
向け、小・中学校全校
において1人1台端末
及び高速大容量の通
信ネットワークを特別
教室(理科室・技術室
等)を含めて令和10年
度までに整備し、多様
な子どもたちを誰1人
取り残すことのない、
公正に個別最適化さ
れた学びを学校現場
で持続的に実現させ
る。

ＩＣＴ活用教育推
進事業
【教育研究所】

・GIGAスクール構想の更な
る推進に向け、ICTを活用
した授業改善を行うため
に、学校訪問を中心とした
支援・指導を行った。
・おもてなしTVを活用した
教育動画を作成し、配信し
た。

評価：A
・教育動画を市内21校に配
信し、授業に活用すること
ができた。
（年度内の小中学校21校配
信を目標とし、達成できたた
め。）

・NEXT GIGAの実現に向け
て、学習用端末を効果的に
活用する授業づくりや授業
改善に向けて、学力向上推
進委員会と連携し、提案し
ていく。
・すべての児童生徒が質の
高い学びを享受できるよ
う、環境整備をはじめ、学
校訪問や研修を中心とした
支援・指導について学校教
育課と連携して取り組んで
いく。
・様々なところでICT活用の
ための教育動画が充実し、
必要な情報を各々が視聴
できるようになってきている
ため、これまで行ってきた
動画作成は行わない。
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体育施設整備事
業
【市民スポーツ
課】

別所運動公園競技場野球
場改修工事等

評価：A
評価の理由：取り組んだ事
業について、すべて完了し
たため。

事業の見直しや計画の再
検討を行い、必要最低限の
整備を実施していく。

公民館事業
【生涯学習課】

尾田蒔公民館集会室・会
議室エアコン更新、大田公
民館集会室LED化、久那公
民館集会室LED化

評価：A
評価の理由：老朽化した尾
田蒔公民館の集会室、会議
室のエアコン更新、大田・久
那公民館の集会室LED化で
利用者の快適性を向上す
ることができたため。

エアコン更新、LED化には
多額の費用がかかるが、
他公民館についても個別
施設計画を踏まえながら計
画的に更新を進めていく。

⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

将来のデジタル人材育成のため、基礎となる数学の学力向上の取り組みを入れたらどうか。

8

経済的理由により、大
学等高等教育への修
学が困難な学生等に
対する支援

奨学金事務費
【学校教育課】

進路を選ぶ際に活用できる
ようなリーフレットを配布す
るなど、生徒・保護者へ制
度の周知をし、多くの方が
就学の機会を得られるよう
に努めた。

評価：A
制度の周知をしたことによ
り、奨学金等を必要としてい
る学生、生徒などへの利用
が図れ、学生及び保護者の
経済的負担の軽減に結び
ついたため。

引き続き利用を希望する方
へ利用しやすい制度にする
とともに、より広く周知を
図っていく。償還滞納者に
は定期的に連絡し、資金を
更に次の奨学生へ貸し付
けることにより、多くの方が
就学の機会を得られるよう
に努める。

9

社会教育施設の充実
～体育施設や公民館
など社会教育施設の
充実を推進する。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 85.00 

80.90 

― ― ― ― 4.00 

3.53 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

元気な高齢者が活躍
できる社会の構築
～現役をリタイアした
元気な高齢者が子育
て、教育、介護等の支
援をするための支援
組織を構築する。

・地域介護予防活
動支援事業「秩父
ポテくまくん健康
体操」
・地域介護予防活
動支援事業「秩父
市地域サロン活
動事業」
・地域介護予防活
動支援事業「活動
団体把握」
【秩父地域包括支
援センター】

「秩父ポテくまくん健康体
操」活動団体数(32団体)、
活動開催数(1,063回)、参
加実人数(726人)、参加延
人数(14,330人)
「秩父市地域サロン活動事
業」補助金交付団体数(20
団体)、補助金額(380,000
円)
「出前講座」開催回数(118
回)、参加延人数(1,896人)

評価：B
評価の理由：ポテくまくん健
康体操は新たに2団体活動
を開始した。中学校区ごと
に1団体以上の自主グルー
プ立ち上げを目指している
が、立ち上がっていない地
区が1地区ある。出前講座
は開催回数が目標値の100
回を超え、118回開催でき、
前年度を上回る実績であっ
た。以上のことから、評価を
Bとした。

ポテくまくん健康体操自主
グループが無い地域に新
規立ち上げの働きかけを
行う。
サロン活動事業は、周知方
法等を検討し、更なる普及
啓発に努める。体操グルー
プやサロン活動を広めるこ
とにより、地域の通いの場
作りを進め、介護予防活動
の推進を図る。

基本目標 4 住み続けたい安心・安全な地域をつくる

具体的な施策 ① 安心安全と助け合いの地域づくり

指標名 単位

基本目標
秩父市に住み続けた
いと思う人の割合

― ％

具体的な施策
防犯施策に関する市民
満足度の向上(6点満点)

― 点

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1
町会街路灯の電気料
金補助

町会街路灯電気
料補助金交付事
業
【危機管理課】

町会設置管理の防犯灯に
ついて、電気料金1/2を補
助し、電気料金の負担を軽
減する。
市内防犯灯のLED化が終
了したことから、令和6年度
から施行した町会防犯灯
電気料補助金交付要綱に
基づいて補助金の交付を
行った。

評価：A
評価の理由：補助対象であ
る53町会への補助を目標と
していたが、令和6年度は
53町会すべてに対し補助金
を交付することができたた
め。

令和17年度までの事業で
あることが決まっているた
め、対象期間は引き続き補
助を行う。

2
家庭用防犯カメラの購
入・設置への補助

家庭用防犯カメラ
設置費補助金交
付事業
【危機管理課】

家庭用防犯カメラを設置し
た市民に対し、設置費の
1/3（上限5万円）を補助す
る。令和6年度は、交付決
定をした26名のうち、実績
報告書が提出された25名
に補助金を交付した。

評価：A
評価の理由：補助金申請件
数が令和6年度想定件数値
20件に対し、実績値25件で
あったため。

市民の防犯意識及び地域
の防犯力向上のため、今
後も引き続き補助を行う。

3
自主防災・防犯組織の
活動に必要な資機材
整備への補助

・自主防犯活動事
業
・自主防災・防犯
組織活動事業
【危機管理課】

秩父市のほか4町からも参
加者を募り、自主防災組織
リーダー養成講座を開催し
た。

評価：B
講座内容を図上訓練
（HUG）としたため参加者数
に制限があり、秩父市の参
加者数が35名と例年より少
なかった。その分より実践
的な養成講座となったた
め。

引き続き講座内容充実と参
加者数増加を図り、自主防
災組織リーダー養成講座を
開催する。

4

秩父市は比較的安全な地域ですが、これを維持し発展させていくため、セーフコミュニティの精神を活かし、安心で安全な地域づくり
を進めるための活動を支援します。また、高齢者による各種支援の活動ができる体制を整えます。さらに、近年増え続ける空き家の
利活用および解体を支援します。立地適正化計画に基づき、既存の市の施設などの活用やコンパクトなまちを形成するための検
討・整備を進めます。また大滝地域では生活サービス機能と居住を中心拠点や生活拠点に誘導し公共交通で結ぶコンパクト・プラ
ス・ネットワークの取り組みとして、「小さな拠点」の整備を進めます。多様な人々が暮らしやすい環境を整え、安心安全の地域づくり
を推進します。
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・高齢者生きがい
と健康づくり事業
・高齢者生きがい
と居場所づくり事
業
【高齢者介護課】

高齢者生きがいと健康づく
り事業は秩父市老人クラブ
連合会により「友愛グランド
ゴルフ大会」の事業を実施
した。高齢者生きがいと居
場所づくり事業「とちの木カ
フェ」を開催して、高齢者の
孤立や閉じこもりを解消し、
介護予防の推進を図った。

評価：B
高齢者生きがいと健康づく
り事業は、高齢者の閉じこ
もり防止と介護予防が図れ
た。「友愛グランドゴルフ大
会」の参加者は208名であっ
た。高齢者生きがいと居場
所づくり事業「とちの木カ
フェ」を、延べ226日開催し
て1873人が参加し、利用者
の孤立や閉じこもり解消と
介護予防を推進した。

高齢者生きがいと健康づく
り事業「友愛グランドゴル
フ」と高齢者生きがいと居
場所づくり事業「とちの木カ
フェ」を継続して開催し、高
齢者の孤立や閉じこもりの
解消と、介護予防の推進し
ていく。

まちづくり交付金
【総務課】

町会運営世帯数を基に市
内80町会へ町会事務やコ
ミュニティ活動等の一助と
してまちづくり交付金を交
付した。

評価：Ａ
評価の理由：町会運営世帯
数を基に交付しており、使
途が広く好評であるため。

引き続き、予算を確保し各
町会へまちづくり交付金を
交付したい。

空き店舗チャレン
ジ事業
【産業支援課】

秩父市番場町『よりどころ』
にてチャレンジショップ事業
を実施した。

評価：B 
チャレンジショップの出店者
が秩父農工を含め、2店舗
の出店があったが、営業日
数は少なかったため。

今後より多くの対象にチャ
レンジショップ事業を周知
し、挑戦してもらえるように
働きかける。

・秩父魅力発信事
業
・観光情報発信事
業
【観光課】

伝統行事の開催に努め
た。

評価A：
評価の理由：秩父夜祭・川
瀬祭・龍勢祭等が例年どお
り開催することができ、秩父
観光なびやSNSの情報発
信により、参加しやすい環
境を提供できたため。

引き続き、関係機関と連携
し、イベント開催や情報発
信に努めるとともに人口減
少による担い手不足に対
する支援策を検討する。

民俗芸能大会公
演事業
【文化財保護課】

当初の予定通り、令和7年2
月9日(日)に秩父宮記念市
民会館大ホールを会場とし
て、民俗芸能大会を開催し
た。

評価：A
評価の理由：観覧者数は目
標値の400人、前年度実績
の440人を上回る453人を数
えたため。加えて、出演6団
体中１団体に初めて、2団体
に数年ぶりに出演していた
だくことで、より広い地域か
ら出演者・観覧者を集める
ことができたため。

さらなる関心の向上と観客
増のために、発信方法の
有効性を高めるための方
策を行う。加えて、より多く
の後継者養成を積極的に
実施している民俗芸能団
体に出演いただき、活動の
活性化を図る。

移住推進事業
【総合政策課】

ちちぶ空き家バンクの運営
受託者：秩父地域おもてな
し観光公社
登録件数：29件
成約件数：17件

評価：A
評価の理由：他地域と比べ
ても、先進的かつ効果的な
取り組みをしている「ちちぶ
空き家バンク」である。登録
物件の更なる増加に向け、
令和6年度は新たに「物件
登録相談会」を開催した。

引き続き空き家バンクのPR
を図り、登録物件の増加を
図ることで空き家問題への
対策と移住推進を図ってい
く。

空き家対策事業
【危機管理課】

利活用が難しい物件につ
いて、所有者等による空き
家の解体に際し、補助金の
交付申請及び実績報告の
あった42件に対して計
11,334,000円の補助金を交
付した。

評価：A
要件を満たす交付申請の
あった申請者全員に対し補
助金を交付することができ、
補助金の交付により、所有
者等による空き家の解消に
寄与した。
また、補助金制度を周知す
ること自体で、空き家問題
に対する意識の啓発に寄
与していると考えられるた
め。

市内の空き家等の現状
や、空き家等の所有者等
のニーズを適切に捉えて、
申請手続きの内容等の見
直しを図りながら、制度を
継続していく。

5

まちなかの機能復活
促進
～食料品店等の出店
を促進し、高齢者等居
住者の利便性向上や
自治会ごとに隣近所を
支え合う安心・安全の
仕組みを整える。

6

市民や観光客が市内
の伝統行事やイベント
等に参加するための
支援

7

空き家の利活用およ
び解体補助
～人口減少に伴い増
加する空き家に対し、
まだ利用できるものに
ついては空き家バンク
などにより積極的な利
活用を促進する。また
老朽化などにより利活
用が難しい物件の解
体に対しては、補助金
を交付する。

8
外国人へ向けた居住
環境の整備

日本語学習支援
事業
【市民生活課】

市在住及び在勤外国人向
けの日本語教室を実施し
た。
実施日数：21日
参加者延べ人数：231人

評価：C
評価の理由：評価指標であ
る参加者延べ人数が令和6
年度目標値420人に対し、
実績値231人、達成率55％
であったため。

多くの外国人に利用しても
らうため、外国人を雇用し
ている事業者への周知な
どを行い、周知広報に努め
る。
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9

多様性を承認し合う社
会制度の推進
～性的マイノリティへ
向けたパートナーシッ
プ制度整備などを通
じ、多様性を 認め合う
安心・安全の仕組みを
整える。

男女共同参画推
進事業
【市民生活課】

令和5年度より秩父市パー
トナーシップ・ファミリーシッ
プ届出制度を開始し、令和
6年度は2件の届出を受理
した。

評価：A
評価の理由：評価指標であ
る届出件数が令和6年度目
標値2件に対し、実績値2
件、達成率100％であったた
め。

引き続き、制度の周知を図
るとともに、多様性を認め
合い誰もが自分らしく暮ら
せるまちを目指して取組を
行う。

10

地域生活支援拠点等
の整備
～障がい者が地域で
安心して暮らしていけ
るよう、地域生活への
移行や定着のための
支援体制を整備し、運
営していく。

障害者自立支援
給付事業             
【障がい者福祉
課】

今ある地域資源を活用す
る面的整備という形で令和
5年度末に秩父圏域で共同
設置した地域生活支援拠
点等について、利用者登録
を開始した。また、運営・機
能の強化を図る協議や登
録事業所を増やすために
事業所への説明会などを
実施した。令和6年度末の
登録事業者数は17事業所
となった。

評価：B
評価の理由：面的整備の地
域生活支援拠点等を潤滑
に運営していくためには、ま
だ様々な協議が必要であ
り、行政、障害者支援事業
所等が一丸となって地域を
支える仕組みの構築が必
要である。また、拠点等の
機能を強化するためには、
コーディネーターの配置や
支援の核となる拠点的施設
の設置について検討が必
要である。

引き続き、地域生活支援拠
点等の運営をしながら、機
能の強化についても協議を
し、地域生活への移行や定
着のための安定的な支援
体制を整備していく。

11

立地適正化計画に基
づいた地域づくりの推
進
～市民、来訪者が将
来にわたり、安心して
快適に暮らし過ごせる
よう、人口が減少して
も適応できる社会の構
築を推進する。

都市計画決定及
び指導事業
【まちづくり公園
課】

令和3年4月1日に計画を公
表し、立地適正化制度に基
づく届出制度の運用を通
じ、誘導区域内への居住・
都市機能を集約に努めた。

評価：B
評価の理由：評価指標とし
て市全域における居住誘導
区域内の人口比率を年々
高めることを目標としてお
り、昨年度はこれをほぼ維
持することができたため。
（37%→37％）

計画の周知、届出制度の
運用と誘導施策の実施に
より、安心して快適に過ご
せる市街地環境の整備を
図る。今後は、増加が見込
まれる空き家・空き地の活
用が課題。市として統一し
た対応が求められる。

12
小さな拠点への更なる
集約の推進

ふるさと集落生活
圏形成推進事業
【大滝市民福祉
課】

特になし

評価：A
評価の理由：令和6年３月に
大滝国保診療所の移転が
完了し、拠点への集約は順
調に進捗しているため。

拠点の周辺整備及び維持
管理を進めていく。

13

公共施設等総合管理
計画の推進
～安心で安全に使用
できる身の丈に合った
公共施設の整備を進
める。

・公共施設ファシ
リティマネジメント
啓発事業
・公共施設等総合
管理計画推進事
業
【ＦＭ推進課】

秩父市個別施設計画の改
訂

評価：A
評価の理由：地場産業セン
ターの保全に関する費用の
試算や市営住宅等長寿命
化計画の改定を個別施設
計画に反映させる一部改訂
を行ったため。

公共施設（ハコモノ）の総量
削減と長寿命化の考えに
基づいた保全を行うため公
共施設等総合管理計画及
び個別施設計画を令和7年
度に改訂し、さらなる推進
を目指す。今後はそれらを
行うために課題となる対策
費用について、費用試算の
精緻化や財源の研究、対
策実施時期の調整を行っ
ていく。

14

セーフコミュニティの推
進
～科学的な根拠に基
づいて、市民・企業・団
体・地域・行政などが
一体となった安全なま
ちづくりを推進する仕
組みである「セーフコ
ミュニティ」を、効率的
かつ実効性のある活
動として継続する。

・セーフコミュニ
ティ推進協議会事
業
・セーフコミュニ
ティ普及・啓発事
業
【危機管理課】

今後、国内認証を取得す
べきか会議及び打合せを
行い、方向性を検討した。

評価：A
課題抽出や対策など、事業
を順調に進めることができ
たため。

各対策委員会の活動は、こ
れまでのノウハウを活か
し、今後も継続していかな
ければならないが、国内認
証については、費用面から
取得しない方向で今後も進
めていく。

15

継続した認証のため
の助言・指導やデータ
の収集・分析
～2026年度の再々認
証に向けた、各認証取
得レベルの取組を継
続して進める。

セーフコミュニティ
調査・助言事業
【危機管理課】

秩父市の安全に関する問
題点と現状を把握するた
め、日本セーフコミュニティ
推進機構に秩父市内にお
ける救急搬送データの分
析を依頼した。

評価：A
分析結果によって、データ
の傾向を整理するとともに、
秩父市の安全向上への取
組みによる成果を確認する
ができたため。

各対策委員会の活動は、こ
れまでのノウハウを活か
し、今後も継続していかな
ければならないが、国内認
証については、費用面から
取得しない方向で進めてい
く。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

電話やインターネットを使った犯罪が増えている中で高齢者を対象とした防犯セミナーの実施等も検討すべき。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 85.00 

80.90 

112,000 116,500 121,000 125,500 130,000 

108,759 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 4 住み続けたい安心・安全な地域をつくる

具体的な施策 ② 公共交通の利便性向上

公共交通の利用率向上や利便性向上のため、バスなどの運賃補助を行います。さらに、MaaSなど新たなモビリティサービスを研究
し、利便性の高い公共交通ネットワークの整備を進めます。

指標名 単位

基本目標
秩父市に住み続けた
いと思う人の割合

― ％

具体的な施策 市内路線バス利用者 108,178 人

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

65歳以上の市民への
バス回数券購入補
助、運転免許返納者
へ鉄道、バス、タク
シーで使える公共交
通利用券を交付

・お出かけ楽々バ
ス運行補助事業
・お出かけ楽々バ
ス利用券交付事
業
【市民生活課】

公共交通の利用促進及び
高齢者の移動手段の一助
に資するため、希望者に対
し、バス回数券購入補助件
を一人につき、4枚交付し
た。バス回数券購入補助
券の交付実績は、前年に
比べ、微増した。
（R5　577件→R6　580件）

評価：B
評価の理由：評価指標であ
るバス回数券購入補助券
交付件数が令和6年目標値
650件に対し、実績値580
件、達成率89.2%であったた
め。

公共交通機関利用者の拡
大と交通弱者の生活の足
の確保、免許返納促進を
図るため、引き続きバス回
数券購入補助や公共交通
利用券の交付を行ってい
く。合わせて市報やHPにて
事業周知を図る。

2
高校生へのバス・鉄道
定期購入補助

高校生通学定期
券購入費助成事
業
【市民生活課】

市内を運行している鉄道及
びバス事業者の各路線を
使い通学している高校生の
通学定期券購入費用の一
部を補助した。
鉄道 435件（前年比　＋24）
バス 388件（前年比　＋
114）

評価：A
評価の理由：評価指標であ
る利用人数が令和6年度目
標値250人に対し、実績値
823人であったため。

鉄道及び路線バスの利用
促進、高校生等の通学手
段の一助に資するため、引
き続き定期券購入費の補
助を行っていく。また、目標
値の見直しも合わせて行っ
ていく。

3

吉田・大田地区の地域
住民が利用する乗合
タクシー（あいAIタク
シー）運行への補助

吉田・大田地区乗
合タクシー運行事
業
【吉田市民福祉
課】

吉田・大田地区の市民会
員が利用する乗合タクシー
運行への補助事業者　秩
父丸通タクシー(株)
補助金額9,500,000円
令和5年1月より導入したAI
システムで当日予約とＷｅ
ｂ予約も可能となったほか、
地区外乗降場所の追加な
ど利便性の向上を図ってい
る。また65歳以上の方を対
象に利用促進のため利用
券（2,000円分）の交付を
行っている。

評価：B
評価指標である利用者数
が令和６年度目標値960人
に対し、利用者数が783人、
達成率が81.5%であったた
め。

ＡＩデマンドシステムの導入
により、当日予約が可能と
なるなど、利用者の利便性
向上に努めている。免許返
納者の増加など高齢化の
進む地域としては重要な公
共交通となり、今後も欠か
せない事業として継続して
いく。現状、人件費や燃料
費の高騰などにより、運行
経費が増加していることか
ら、利用促進を図るため、
一人当りの利用料を抑える
など、 検討・協議していくこ
ととする。

4

公共交通空白地域の
解消に向けた市街地
と各地域を結ぶ交通
ネットワークの整備

・地域乗合バス路
線確保事業
・市営バス運行事
業
【市民生活課】

市民の日常生活上必要な
移動手段として路線バスの
維持及び確保を図るため、
運行欠損の補助を行った。
また、市営バスを運行して
いる。市内路線バスの利用
者数は前年度と比較し、微
増した。
（前年比）

評価：B
評価理由：評価指標である
市内路線バス利用者数が、
令和6年度目標値112,000
人に対し、実績値108,759人
であり、達成率が97.1％で
あったため。

交通弱者にとって、路線バ
スは必要不可欠な生活移
動手段である。今後も事業
を継続して行っていく。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

地域公共交通計画は必要に応じてアップデートするのではなく、定期的な見直しを行い、必要な施策を速やかに反映させるべき。

5

地域公共交通計画の
推進
～市民や観光客に選
ばれる持続可能な地
域公共交通を実現す
る。

地域公共交通網
形成計画策定事
業
【市民生活課】

策定した地域公共交通計
画に基づき、施策を実施。
令和８年度より、大滝地域
の地域交通を再編すること
となった

評価：B
評価理由：地域公共交通計
画では令和７年度に再編を
行う予定であったが、現在
の市営バスの運行を補完
する交通サービス模索に伴
い、一年後ろ倒しでの実施
となった。

策定した地域公共交通計
画に沿って市の交通政策
を実施するとともに、必要
に応じて地域公共交通計
画のアップデートを行って
いく。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 85.00 

80.90 

27,550 27,550 27,550 27,550 27,550 

28,850 

80 80 80 80 80 

16 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

基本目標 4 住み続けたい安心・安全な地域をつくる

具体的な施策 ③ 災害・危機管理対応に強い地域づくり

地震・台風・大雪・感染症など、近年発生する災害・危機等から市民を守るため、迅速かつ柔軟に対応できるような計画、体制を整え
ます。また、万が一に備え、危機事象発生時における的確な行動、判断ができるよう、平時からの訓練等を強化します。

指標名 単位

基本目標
秩父市に住み続けた
いと思う人の割合

― ％

具体的な施策 アルファ化米備蓄量 27,900 食

具体的な施策
秩父市総合防災訓練
の実施町会数

78 町会

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

秩父市地域防災計画
及び秩父市危機管理
指針の管理・運用
～災害時に迅速かつ
的確に行動できるよ
う、あらゆる災害・危機
を想定した秩父市地
域防災計画及び秩父
市危機管理指針を、
必要に応じ適宜見直し
を行う。

地域防災計画推
進事業
【危機管理課】

要配慮者対応や生活環境
改善等について避難所運
営マニュアルの内容を見直
し改定した。ハザードマップ
は全戸配布済みであるが、
希望した市民や団体に随
時配布を継続している。

評価：B
防災会議については地域
防災計画の大幅な見直し
がなかったため開催しな
かった。防災に係る各種計
画やマニュアルについては
国、県の動向を注視し改訂
の準備を進めることができ
たため。

適宜秩父市地域防災計画
の見直しを行い、防災会議
を経て改訂していく。必要
に応じて各種計画や指針
等の見直しを行う。

2

新型インフルエンザ等
対策行動計画の管理・
運用
～新型インフルエンザ
等の感染症に対して
策定している行動計画
を、必要に応じて適宜
見直しを行う。また緊
急時には、国、県等の
関係機関と相互に緊
密な連携を図りつつ、
対策を推進する。

新型インフルエン
ザ等対策行動計
画推進事業
【保健センター】

令和6年7月に政府行動計
画、令和7年1月に埼玉県
計画が改定したことを受
け、市町村計画の改定に
ついて、秩父地域1市4町で
協議を開始した。

評価：A
評価理由：令和6年度中に
秩父地域1市4町で共同し
改定する方向で協議を開始
することができたため。ま
た、共同で取り組むことに
よって、情報共有や作業の
効率化を図ることができた
ため。

秩父地域1市4町で共同し
改定する方向で準備を進
めていく。

3

災害対応備品整備事
業
～災害時に迅速な応
急対応ができるよう、
必要な備品を確保す
る。

災害対応備品整
備事業
【危機管理課】

乾パン32箱（4,096食）、ア
ルファ米120箱（6,000食）、
保存水200箱（4,800本）を
購入した。

評価：A
備蓄食料品目について目
標値2品目に対し、実績とし
て4品目を整備することがで
きたため。

備蓄計画の見直しと合わ
せ、品目や数量の見直しを
行う。

4

防災訓練の充実
～災害時の組織対応
能力向上のため、秩
父市総合防災訓練を
実施する。

防災訓練事業
【危機管理課】

秩父市総合防災訓練にお
いて、全８０町会の自主防
災組織（町会）が訓練を計
画したが、統一実施日の９
月１日は台風の影響により
訓練中止となり、実施団体
は１６団体だった。

評価：C
訓練参加町会数が目標の
全80町会に対し16町会だっ
たため。

悪天候にり訓練中止となっ
たが、今後も全町会が訓練
を実施できるよう支援を行
う。訓練内容のマンネリ化
の声もあるため、参考にな
るような訓練事例の共有化
を進める。
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⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

災害発生時の町会の役割分担を明確化し、過度な行政負担は軽減すべき。

5

秩父市職員の災害対
応の強化
～災害等に対応する
ための計画に基づき、
職員防災訓練を実施
する。

危機管理体制推
進事業
【危機管理課】

大規模地震発生による被
害を想定した訓練を実施し
た。

評価：A
評価の理由：職員の初動対
応、災害対策本部の設置、
避難所の開設・運営等につ
いての訓練を計画し、計画
どおり訓練を実施し検証で
きたため。
また、能登半島地震に派遣
された職員による体験発表
を実施し、知見を共有した
ため。

今後も実践的な訓練を計
画する。各避難所から災害
対策本部への情報集約方
法に課題があるため、適切
なツールの採用を検討して
いく。

6

消防団への活動支援
～消防団に安心して
活動に専念してもらえ
るよう支援する。

消防団活動事業
【危機管理課】

①消防団員の処遇改善を
図るため消防団員等公務
災害補償等共済基金が市
町村に支払う消防団員退
職報償金の勤務区分を新
たに「「35年以上」を加える
条例改正を行った。
②令和6年度から消防庁の
定める基準に適合した仕
様に安全装備品を変更し、
今年度も継続して貸与して
いる。また保護メガネを全
団員に配布した。

評価：A
①新たに勤務区分に35年
以上を加えたことにより、消
防団員が消防団活動を継
続しやすくなったため。
②保護メガネを配布したこ
とにより、現在使用している
装備については総務省の
定める基準に適合した仕様
の安全装備品を全団員に
貸与できたため。

①現役団員数の維持と新
たな団員確保のための施
策を進める。
②消防団と協議を行いな
がら、今後も必要な装備品
等の計画的な配備を進め
る。

7

自主防災組織リー
ダーの養成
～地域の防災の中心
として活動していただ
ける方を養成するた
め、自主防災組織リー
ダー養成講座を開催
する。

自主防災・防犯組
織活動事業
【危機管理課】

秩父市のほか1市4町から
も参加者を募った。埼玉県
を通じ(一社)消防防災科学
センターの出前研修でHUG
（避難所運営図上訓練）を
実施した。

評価：A
前年と比較して参加者が３
５名と減少したが、参加人
数に上限を設けたためであ
り、より実践的な講座を開
催できたため。

県や他団体の支援を活用
しつつ講座内容を検討し、
引き続き自主防災組織リー
ダー養成講座を開催する。

8

安心・安全メールの配
信
～市民へ防災・防犯情
報を迅速に提供する
ため、安心・安全メー
ルの配信を行う。

安心・安全メール
配信事業
【危機管理課】

台風接近等による防災気
象情報や、警察からの要請
に基づく不審者情報や詐
欺電話への注意喚起等を
行った。市報やちちぶFMな
どの媒体を通じメール登録
を促した。

評価：B
防災、防犯情報について必
要性が生じたタイミングで
適切に情報発信することが
できた。登録者数は目標値
22,000件に対し、実績値は
21,157件だったため。

2024年3月にシステム更新
を実施した。今後も新シス
テムの登録を推進してい
く。
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実績値

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

― ― ― ― 85.00 

80.90 

― ― ― ― 3.40 

2.90 

令　和　６　年　度　　 秩　父　市　総　合　戦　略　評　価　シ　ー　ト
①総合戦略での位置づけ

②具体的な施策の内容

③基本目標の数値目標・具体的な施策のＫＰＩの実績

上段:目標値/下段:実績値

④具体的な事業の成果と今後の方向性　　※記載内容は令和7年8月現在のもの

⑤秩父市総合振興計画審議会の意見

・秩父市立病院の現状に対しては市民の危機意識が高いにもかかわらず遅々として進んでいない。ドクターヘリの整備など建て替
え以外の選択肢も検討すべき。
・医療機関等との連携により遠隔診療についても段階的に取り組んでいくべき。

基本目標 4 住み続けたい安心・安全な地域をつくる

具体的な施策 ④ 地域医療の充実

市民が健康で安心して毎日を暮らせるよう、秩父郡市医師会や医療関係機関との連携を図りながら秩父地域の医療サービス体制
の強化や救急医療体制の充実に取り組みます。

指標名 単位

基本目標
秩父市に住み続けた
いと思う人の割合

― ％

具体的な施策
医療体制整備に関する市民
満足度の向上(6点満点) ― 点

具体的な事業の名称
対応する事務事業名

【所管課所名】
令和6年度の主な取組 取組に対する評価 課題と今後の方向性

1

救急医療体制の維持
～秩父地域の医療機
関と連携し、住民が常
に地域内医療機関で
救急診療を受けられる
体制を維持する。

地域医療対策事
業
（定住含む）
【地域医療対策
課】

ちちぶ医療協議会（定住）
の事業として二次救急医療
支援事業補助金の増額を
行い、輪番体制を維持し
た。

評価：B
評価の理由：令和6年度ま
でで1つの病院が輪番病院
を辞退することとなったが、
各医療機関への支援で救
急輪番体制を維持できてい
るため。

医師会と連携し、初期救急
の充実や在宅当番医など
を含めた救急医療体制の
整備を引き続き実施し、二
次救急輪番病院の負担を
軽減することで救急医療体
制を維持していく。

2

多様化・高齢化する地
域医療に対応するた
め、医師の招へい活
動の実施

医師確保対策事
業
【地域医療対策
課】

埼玉県担当課や医師派遣
元の大学病院を訪問し、情
報共有や現状報告等連絡
調整を行い、医師派遣体制
を維持した。

評価：B
評価の理由：依然として医
師不足であるが、市立病院
の小児科医や産科診療所
の医師派遣の継続により診
療体制の維持が出来たた
め。

各病院において慢性的な
医師不足の現状は変わっ
ていないため、引き続き医
師の活動を実施するととも
に総合診療専門医の養成
に取り組んでいく。

3

看護師確保の支援
～年々高まっている看
護師確保のニーズに
対応するため、市内看
護師養成施設を支援
し、看護師の地域内医
療機関への就職者数
増加を図る。

・看護学校運営費
補助事業（定住含
む）
・看護学生奨学金
貸付事業
・魅力あふれる看
護学校づくり事業
（定住）
【地域医療対策
課】

秩父看護専門学校の運営
費補助や魅力あふれる看
護学校づくりを支援し、地
域内の看護師確保に努め
た。また、秩父市立病院の
看護師を確保するため、秩
父看護専門学校の学生に
対して奨学金の貸付を行っ
ている。令和6年度は看護
学生2名（2年生1名、3年生
1名）に貸付けを行った。

評価：B
評価の理由：令和6年度卒
業生から7名が秩父地域内
に就職し、奨学金を借りて
いる看護学生が令和7年度
以降も市立病院で勤務開
始予定であり、少しずつ成
果が出始めているため。

秩父看護専門学校の動向
に注視し、運営費補助や魅
力あふれる看護学校づくり
事業での支援を継続して看
護師確保に努める。地域内
に就職する看護学生が毎
年1人でも増えるように、秩
父看護専門学校や市立病
院と連携を取りつつ、看護
師確保の事業を進めてい
く。

4
秩父市立病院の施設
整備・建替え検討

市立病院建設準
備事業
【市立病院建設準
備室】

市立病院建設計画策定委
員会（附属機関）を設置し、
新病院の建設に向けた計
画段階の第一歩として「秩
父市立病院建設基本構
想」の策定を進めた。
計画策定委員会：6回開催
基本構想：令和7年3月策
定完了

評価：B
評価の理由：令和6年度に
基本構想の策定を完了す
ることができたが、建設候
補地や病床数等について
は基本計画段階で決定す
ることとしたため。

計画段階の次のステップで
ある基本計画の策定に着
手し、建設候補地、病床
数、診療科や施設配置計
画など、より具体的な内容
を決めていく。
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